
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調布市福祉のまちづくり推進計画 
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音声コード 

計画書の各ページに，「音声コード（Ｕｎｉ-Ｖｏｉｃｅ）」を付しています。 

「音声コード」は，紙媒体に掲載された印刷情報をデジタル情報に変えるた

めの二次元コードです。このコードを専用の読取機やスマートフォン用アプリ

で音声に変換し，文章内容を読み上げることで，音声で情報を得ることができ

ます。 

  

元号・西暦表記について 

平成３１年度は令和元年度としています。原則，元号表記とし，計画期間で

ある令和６年以降は西暦を併記しています。なお，レイアウトの関係で併記が

難しい場合は元号のみの表記としています。 



 

はじめに 
 

我が国では，少子高齢化の進行と人口減少，個人の価値観

やライフスタイルの多様化等を背景として，障害の有無，年齢

等にかかわらず，等しく基本的人権を享有するかけがえのな

い個人として尊重されるものであるとの理念に基づき，平成 

３０年に「ユニバーサル社会の実現に向けた諸施策の総合的

かつ一体的な推進に関する法律」が制定されました。また， 

令和３年に全面改正された「高齢者，障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律」により，施設や道路の整備や配慮が必

要な方への理解促進に関して，ハード・ソフトの両面からバリ

アフリー化の推進がより一層求められております。 

このような状況を踏まえ，調布市におきましても，すべての人々が障害の有無，  

国籍，性別等によって分け隔てられることなく，一人一人の個性が尊重され暮らしや

すいまちづくりを推進するとともに，共生社会の充実を目指すこととしております。 

この度策定しました「調布市福祉のまちづくり推進計画」では，基本理念に「みん

なが 安心してともに生きる こころにやさしい 福祉のまちづくり」を掲げ，５つ

の基本目標を基軸とする保健，医療，住環境，防災，教育等の多分野にわたる９８の

事業を包括的に盛り込みました。 

市は，計画を着実に推進し，ユニバーサルデザインの理念に立った施設整備等のハ

ードに関する事業や，互いを認め合い，ともに生きる心のバリアフリー等のソフトに

関する事業を一体的に推進し，全ての人々がいきいきと快適に過ごせる豊かで温かい

まちの実現を目指して参ります。市民の皆様並びに関係機関の方々におかれましては，

引き続き，御理解と御協力を賜りますようお願い申し上げます。 

結びに，本計画の策定に当たりまして，調布市民福祉ニーズ調査，パブリック・コ

メントやグループインタビュー等により御協力いただきました市民の皆様や，調布市

地域福祉推進会議委員をはじめとする関係者の皆様に厚く御礼申し上げます。 

 

令和６年３月 

調布市長               
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１ 

第１章 計画の策定に当たって 

１ 計画の目的 

市では，平成９年４月１日に施行された調布市福祉のまちづくり条例（以下「本条

例」という。）をユニバーサルデザイン（＊１）の理念に基づく条例として改正し，平

成２１年１０月１日に施行しました。 

本条例では，「高齢者や若者も，障害がある人もない人も，また，大人や子どもも生

涯をとおして人としての尊厳を認め合いながら，いきいきとした生活を営むことがで

きるような豊かで温かいまち調布を実現すること」が私たちの願いであり，「だれも

が住み慣れたまちで安心かつ快適な生活が営め，また，だれもが進んで社会参加ので

きる，そのような社会の実現に向け，ユニバーサルデザインの理念に立ったまちづく

りを推し進めることは，私たちの責務である」としています。さらに，「保健，医療，

住環境，防災，教育などあらゆる分野で福祉の視点に立った配慮」や「市，市民及び

事業者の自主的な参加による協働の営み」が必要であるとしています。 

そのため，本計画は，様々な社会情勢の変化，国や東京都の動向，市のまちづくり

の状況を踏まえつつ，本条例の理念に基づき，ハード・ソフトの両面から福祉のまち

づくりに関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本となる計画として，

策定するものです。 

 

 
＊１ ユニバーサルデザイン…障害の有無，年齢，性別，人種等にかかわらず多様な人が利用

しやすいよう，事前に環境等をデザインすること。 



２ 

２ 福祉のまちづくりとは 

 ユニバーサルデザインの理念に基づき，すべての人が，安全で，安心して，かつ，快適に暮

らし，又は訪れることができるまちづくりを推進するための取組です。 

心のバリアフリー（＊２） 

高齢者，障害者等が安心して日常生活や社会生活ができるようにするため，困りご

とを自らの問題として認識し，心のバリアを取り除き，その社会参加に積極的に協力

することです。具体的には，高齢者や障害者，認知症の方等への無理解・偏見・差別

を無くしていくなどの意識面や，情報提供などのソフト面のバリアフリーとなります。 

 

 

 

市では，「パラハートちょうふ」のキャッチフレーズのもと，さまざまな障害

に対する理解を深め，一人ひとりが寄り添う心を持ち，手を取り合って暮ら

せる共生社会の充実に取り組んでいます。 

 
＊２ 心のバリアフリー…心のバリアを取り除き，高齢者，障害者等の社会参加に積極的に協力

すること。 

■心のバリアフリーに向けた場面の例 

 

道や街中で… 

 

 

 

 

 

 

駅や電車，建物の中で… 

 

 

 

 

体の不自由な方や妊娠

中の人等に気付いた

ら，席やスペースを譲

る。 

エレベーターが混雑し

ているときは必要とし

ている人に譲る。 

自転車を点字ブロック

の上には置かないよう

にする。 

何か困った様子の時に

は声をかける。 



 

３ 

 

 

バリアフリーとユニバーサルデザイン 

バリアフリーは「障壁を取り除く」ことですが，ユニバーサルデザインは「誰もが

利用しやすいようにデザインをしていく」という意味です。福祉のまちづくりの推進

においては，どちらも欠かせない取組です。 

 

 

 

■バリアフリーとユニバーサルデザインの違い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■バリアフリーとユニバーサルデザインの例 

 

 

 

 

 

 

 

 

バリアフリー 

障害者の社会参加を困難にしている，物理

的，社会的，制度的，心理的な障壁を除去

すること。 

ユニバーサルデザイン 

障害の有無，年齢，性別，人種等にかかわ

らず多様な人が利用しやすいよう，事前に環

境等をデザインすること。 

施設等で元々階段だっ

た箇所の，「車いすの障

害者が登れない」という 

障壁を取り除くためにス

ロープを設置 

施設をつくる時に，障害者

だけではなく，子どもや高

齢者，ベビーカー利用者

など，様々な人が使いや

すいようにスロープを設置 

バリアフリーの例 

●施設や道路，住宅等の段差をなくした

り，手すりを付けたりするなど，物理

的な移動の障壁がない 

●手話通訳者が窓口にいて，コミュニケ

ーションの障壁がない 

●必要な情報を，点字や音声データなど

で提供がされ，情報アクセスの障壁が

ない             など 

ユニバーサルデザインの例 

●車いすやオストメイトの人，乳幼児連

れの人，障害で同伴が必要な人などが

利用できる「バリアフリートイレ」 

●誰もが楽に移動できる自動ドアやエレ

ベーター 

●目が不自由な人のほか，シャンプー中

に目をつぶっていてもシャンプーとリ

ンスの区別がつけられる突起  など 

 



４ 

３ 国や東京都の動向 

（１）国の動向 

◆平成１７～１９年度 

平成１７年度に「ユニバーサルデザイン政策大綱」が策定されました。これをもと

に，平成１８年度に「ハートビル法」と「交通バリアフリー法」を統合・拡充した「バ

リアフリー新法」が施行，平成１９年度には，「バリアフリー・ユニバーサルデザイン

推進要綱」が策定されました。 

 

◆平成２５～２８年度 

平成２５年度には，日常生活や社会生活に身体の機能上の制限を受ける方などが，

日常生活及び社会生活を営むに当たり，円滑に移動することができるよう必要な施策

を講ずるよう定めた「交通政策基本法」が施行されました。また，障害者の人権や基

本的自由の享有を確保し，障害者の固有の尊厳を促進するための「障害者権利条約」

が批准されました。 

平成２８年度には，行政機関や地方公共団体及び民間事業者による「障害を理由と

する差別」を禁止するとともに，それを実効的に推進するための基本方針などを定め

た「障害者差別解消法」が施行されました。また，東京オリンピック・パラリンピッ

ク競技大会を契機として共生社会を実現するため，ユニバーサルデザイン化・心のバ

リアフリーを推進する「ユニバーサルデザイン２０２０行動計画」が策定されました。 

 

◆平成３０～令和３年度 

平成３０年度には，ユニバーサル社会の実現に向けた諸施策を総合的かつ一体的に

推進することを目的とする「ユニバーサル社会実現推進法」が制定されました。 

同じく平成３０年度にバリアフリー法が改正・施行され，社会的障壁を除去する法

の理念を明確に示されました。 

令和２年度には，バリアフリー法が再び改正されるとともに，「移動等円滑化の促

進に関する基本方針」も改正され，令和３年度から全面施行されました（一部の規定

は令和２年度中に施行）。 

 



 

５ 

（２）東京都の動向 

◆平成２０～２５年度 

東京都では，平成２０年度に東京都福祉のまちづくり推進協議会において「東京都

福祉のまちづくり条例」の改正の基本的な考え方が示され，ユニバーサルデザインの

考え方を理念とした，新たな福祉のまちづくり条例を施行しました。 

また，平成２０年度に策定した「東京都福祉のまちづくり推進計画（平成２１年度

～平成２５年度）」が終了することを受け，平成２５年度に新たな「東京都福祉のまち

づくり推進計画（平成２６年度～平成３０年度）」を策定しました。 

 

◆平成３０～令和５年度 

平成３０年度に，東京オリンピック・パラリンピック競技大会とその先を見据え，

「東京都福祉のまちづくり推進計画～ユニバーサルデザインの先進都市東京をめざ

して～」を策定しました。 

そして，令和５年度には，主に以下の視点から次期計画策定の検討が進められまし

た。 

目標 
誰もが，自由に移動し，必要な情報を入手しながら，あらゆる場所で活動に参

加し，多様な人との違いを認め合い，共に楽しむことができる社会 

施策の体系 

１ 誰もが円滑に移動できる交通機関や道路等のバリアフリーの更なる推進 

２ 全ての人が快適に利用できる施設や環境の整備 

３ 誰でもスムーズに入手できる情報バリアフリー環境の構築 

４ 共生社会実現に向けた心のバリアフリーの理解促進 

５ 誰一人取り残さないための災害時・緊急時の備え 

目標と推進に当

たり留意すべき

３つのポイント 

（１）福祉のまちづくりで目指す社会像の共有 

（２）高齢者や障害者等の当事者の参加と意見の反映 

（３）都民，事業者，行政等が一体となった取組の推進 

 



６ 

（３）調布市の動向 

市では，平成９年度の調布市福祉のまちづくり条例の施行以降，国や東京都の動向

を踏まえて，主に以下のような取組を進めてきました。 

平成９年度 調布市福祉のまちづくり条例（平成９年４月１日施行） 

平成２１年度 
調布市福祉のまちづくり条例改正 

（ユニバーサルデザインの理念に基づく改正 平成２１年１０月１日施行） 

平成２３年度 調布市福祉のまちづくり推進計画（平成２４年度～平成２９年度）策定 

平成２９年度 調布市福祉のまちづくり推進計画（平成３０年度～平成３５年度）策定 

令和４年度 

調布市福祉のまちづくり条例施行規則の改正（令和４年４月１日施行） 

令和３年３月，国土交通省の「高齢者，障害者等の円滑な移動等に配慮し

た建築設計標準」改正（トイレ表示の工夫）に準拠し，車椅子使用者用便房

の設備や機能，利用対象表示の規則改正。 

 

令和４年度には，令和５年度から令和１２（２０３０）年度まで８年間のまちづく

りの方向を示す調布市基本構想と，その基本方針を具現化する基本計画を合わせた

「調布市総合計画」を策定しました。この計画では，まちの将来像「ともに生き と

もに創る 彩りのまち調布」の実現に向け，８つの基本目標，３０の施策の基本方向

を示しています。本計画では，この基本方向に沿った取組を進めることとなります。 

 

■本計画に関連する主な基本方向 

（基本構想 第３章 分野別の将来像とまちづくりの基本方向から抜粋） 

基本目標１ 安全に安心して住み続けられるために 

１ 日頃から災害に備え，互いに助け合うまち【防災】 

⚫ 市民の尊い生命と大切な財産を守るため，震災や風水害等の自然災害への防災・減災を図

り，行政が行う「公助」に加えて，自らの安全は自らが守る「自助」と地域でともに助け

合う「共助」による取組を促進し，ソフト・ハードの両面から安全・安心なまちづくりを

進めます。 

⚫ 災害に強い都市基盤の整備や建築物の耐震化を促進するとともに，災害時の連絡体制や避

難行動要配慮者支援等の地域防災体制の充実を図り，防災都市づくりを進めます。 

 

２ みんなが協力して，犯罪を未然に防ぐまち【防犯】 

⚫ 市民一人一人が安全で安心して暮らせるよう，地域や関係機関との連携・協力の下，地域

での防犯体制を強化するとともに，市民の意識啓発や相談体制の充実を図り，犯罪の起こ

りにくいまちづくりを進めます。 

 

 



 

７ 

基本目標２ 安心して子どもを産み育てられ，将来を担う子ども・若者が力を発揮できる   

ために 

３ 子ども・若者が，様々な活動や交流をとおして，活躍できるまち【子ども・若者】 

⚫ 子ども・若者が，互いに尊重し，支え合うことができる環境づくりを進めるとともに，学

びや交流等を通じ，一人一人がありのままを認め合えるまちを目指します。 

⚫ ヤングケアラー等の支援を必要とする子ども・若者に対する見守りやケアと併せて，適切

な関係機関につなげられる環境づくりに取り組みます。 

 

基本目標３ みんなで支え合い，いつまでも心穏やかに暮らすために 

１ みんなで支え合う，誰一人取り残されない，ともに生きるまち【福祉】 

⚫ 生きづらさを感じる市民が少しでも生活しやすくなるよう，困難を抱える市民への理解の

促進を図ります。 

⚫ デジタル技術を活用し，様々な相談・支援に関する情報発信を強化するとともに，市民の

情報格差を解消するデジタルデバイド対策を推進します。 

⚫ 誰もが分け隔てられることなく安心して暮らせるよう，障害理解の促進と併せて，ユニバ

ーサルデザインを踏まえた視点から，歩行が困難な市民やベビーカーの利用者が利用しや

すくなるための施設のバリアフリー化等，ソフト・ハード両面で取り組みます。 

 

基本目標７ 地域の特徴を生かした快適で利便性に富むまちをつくるために 

１ 地域ごとの特徴を生かした，快適で利便性に富み住み続けられるまち【市街地整備】 

⚫ 各地域の特徴や魅力を最大限に生かし，市内外から多くの人が集い，憩い，にぎわいが創

出されるまちづくりを進めます。また，京王線の地下化によって創出された調布駅前広場

及び鉄道敷地の整備を着実に推進し，魅力ある都市空間の形成を目指します。 

⚫ 調布らしいうるおいのある魅力的な景観を形成するとともに，誰もが安心して暮らすこと

ができる良質な住環境の整備に取り組みます。 

 

２ 誰もが安全で円滑に移動できる，交通環境が整ったまち【交通環境・道路整備】 

⚫ 都市計画道路や生活道路の整備を進め，地域の特徴に応じた道路ネットワークを形成する

とともに，歩行者や自転車利用者が安全・便利に移動できるまちづくりを進めます。 

⚫ シェアサイクルやデマンド交通等のデジタル技術を活用した交通サービスに加え，これら

のサービスを組み合わせたＭａａＳの導入促進等，地域の特性を踏まえた公共交通ネット

ワークの構築による市内の交通利便性の向上を図ります。 

 

 



８ 

４ 計画の位置付け 

本計画は，本条例の第７条に基づき策定するもので，市における福祉のまちづくり

推進に関わる保健，医療，住環境，防災，教育などのあらゆる分野の施策を包括的に

盛り込んだ計画とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，市内の施設等が「福祉のまちづくり」の視点を持って整備されるよう，新し

く設置される施設等だけではなく，既存の施設等の改修の際にもできうる限り本条例

に沿った整備を促進します。これにより，誰もがその利用に当たり，安全・安心で円

滑に活用できるようになり，等しく社会参加ができるようなまちづくりを目指してい

きます。 

なお，計画の策定に当たっては，地域福祉計画をはじめ，福祉のまちづくりを推進

するうえで必要な関連施策や他の計画との整合を図っていきます。 

 

  

（計画の策定） 

第７条 市長は，福祉のまちづくりに関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るた

めの基本となる計画（以下「推進計画」という。）を策定するものとする。 

２ 推進計画は，次の各号に掲げる事項について定めるものとする。 

（１）福祉のまちづくりに関する目標 

（２）福祉のまちづくりに関する施策の方向 

（３）前２号に掲げるもののほか，福祉のまちづくりに関する施策の総合的かつ計

画的な推進を図るための重要事項 

３ 市長は，推進計画を策定するに当たっては，市民及び事業者の意見を推進計画に

反映することができるよう必要な措置を講ずるものとする。 

４ 市長は，推進計画を定め，又は変更したときは，速やかにこれを公表するものと

する。 



 

９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調布市基本構想 

【主な関連分野別計画】 

・調布市都市計画マスタープラン・立地適

正化計画 

・調布市住宅マスタープラン 

・調布市総合交通計画 

・調布市バリアフリーマスタープラン 

・調布市バリアフリー基本構想 

・調布市自転車等対策総合計画 

・調布市高齢者総合計画 

・調布市障害者総合計画 

・調布っ子すこやかプラン 

・調布市地域防災計画 

・調布市避難行動要支援者避難支援プラン

（総合計画） 

・調布市社会福祉協議会 調布市地域福祉

活動計画 

調布市基本計画 

調布市総合計画 

調
布
市
福
祉
の
ま
ち
づ
く
り
推
進
計
画 

連携 

国：バリアフリー法，バリアフリー・ユニバーサルデザイン推進要綱 等 

都：東京都福祉のまちづくり条例，建築物バリアフリー条例 等 

調
布
市
地
域
福
祉
計
画 

連携 



１０ 

５ 計画の期間 

本計画は，令和６（２０２４）年度から令和１１（２０２９）年度までの６箇年計

画とします。 

また，変化する社会情勢や，関連する他の個別計画との整合を図るため，必要に応

じて見直しを行うものとします。 

 
年度 

計画名 

平成 

30 

令和 

元 
2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

調布市総合計画 

     基本構想 

     前期基本計画 後期基本計画 

調布市福祉のまちづくり推進

計画 
      本計画期間 

 

調布市地域福祉計画       計画期間  

調布市都市計画マスタープラン・ 

立地適正化計画 
     

計画期間 

（令和５年度～令和２４（２０４２）年度） 

調布市住宅マスタープラン      計画期間 

調布市総合交通計画 計画期間 

調布市バリアフリーマスタープラン     計画期間 

調布市バリアフリー基本構想     計画期間 

調布市自転車等対策総合計画 計画期間      

調布市高齢者総合計画 

（老人福祉計画，介護保険事業計画） 
      計画期間  

   

調 布 市 

障 害 者 

総合計画 

調布市障害者計画       計画期間  

調布市障害福祉計画       計画期間     

調布市障害児福祉計画       計画期間     

調布っ子すこやかプラン        計画期間  

調布市地域防災計画 計画期間（適宜，修正） 

調布市避難行動要支援者避難 

支援プラン（総合計画） 
計画期間 

調布市社会福祉協議会 

調布市地域福祉活動計画 
      計画期間  



 

１１ 

６ 計画の策定体制 

（１）調布市福祉のまちづくり連絡会 

福祉のまちづくりに関連する事業の所管課で構成される調布市福祉のまちづくり

連絡会において，計画の検討を行いました。 

 

（２）調布市地域福祉推進会議 

調布市地域福祉計画に基づく地域福祉を，市民参加により推進するために設置され

た調布市地域福祉推進会議において，本計画に関する進捗や計画（案）等について，

適時に報告し，意見を伺いました。 

 

（３）アンケート調査の実施（令和４年度調布市民福祉ニーズ調査として実施） 

市内在住の市民（１８歳以上），高齢者（６５歳以上），障害のある方・障害児の保

護者を対象に，生活実態や地域の福祉に対する意識や意見，ニーズを把握するために，

アンケート調査を実施しました。 

 

（４）グループインタビュー 

本計画の参考資料とするため，障害者団体等へのグループインタビューを実施しま

した。 

 

（５）パブリック・コメントの実施 

市民から計画案に対する意見等を幅広く募集するため，市のホームページや主要公

共施設にてパブリック・コメントを実施しました。 

 

 

 



１２ 

７ ＳＤＧｓの推進 

ＳＤＧｓ（エスディージーズ）（Sustainable Development Goals）とは，平成２７

（２０１５）年９月の国連サミットにおいて，日本を含む全１９３か国の合意により

採択された国際社会全体の共通目標です。 

「誰一人取り残さない」ことを目指し，持続可能で多様性と包摂性のある社会の実

現のため，平成２８（２０１６）年から令和１２（２０３０）年までの間に達成すべ

き１７のゴール（目標）が定められました。 

 

 

日本では，平成２８（２０１６）年１２月にＳＤＧｓ実施指針が策定され，自治体

においても，各種計画，戦略の策定等に当たってＳＤＧｓの要素を最大限反映するこ

とを奨励するとともに，関係団体等との連携強化などにより，ＳＤＧｓの達成に向け

た取組を推進していくことが求められています。 

市では，市民をはじめ多様な主体と連携・協働しながら，ＳＤＧｓの目標達成につ

なげるまちづくりを進めています。この計画においても，調布市基本計画で定めたＳ

ＤＧｓの目標を念頭に取り組んでいきます。 

 

 



 

１３ 

８ 新たな総合福祉センターの整備について 

市は，総合福祉センターの施設の経年劣化や機能の改善等の課題を踏まえて，現在，京

王多摩川駅周辺地区への移転に向けた取組を進めています。 

新たな総合福祉センターの整備に当たっては，調布市地域福祉計画・調布市高齢者総合

計画・調布市障害者総合計画の「福祉３計画」及び調布市福祉のまちづくり推進計画との

整合を図りながら，各計画の将来像や基本理念の具現化を目指します。 

また，各計画の視点等を踏まえて，多世代・多様な主体が，あらゆる分野を超えて，認め合

い，支え合い，共に生きることができるまちづくりの中心的な施設となるよう取組を推進します。

併せて，高齢者，障害者，子ども，生活困窮者などの多様な利用者をはじめ，誰もが利用しや

すい施設となるよう，周辺のまちづくりを含めた，ユニバーサルデザイン・バリアフリーに配慮

した施設整備に向けた取組を推進します。 

このように，各計画と相互に連携を図りながら，新たな総合福祉センターは，その基本理念

に掲げた「地域共生社会を充実するための総合的な福祉の拠点」となるよう，取組を進めま

す。 

 

  



１４ 

第２章 福祉のまちづくりの現状と課題 

１ 統計からみる市の状況 

（１）人口の状況 

市の人口は，平成３０年から令和６（２０２４）年にかけて約６,３００人増加し，

２３８,７７４人となっています。 

年齢４区分別では，０～１４歳は約４４０人減少，１５～６４歳は約４,５００人

増加，６５～７４歳は約１,９００人減少，７５歳以上は約４,２００人増加していま

す。 

 
資料：住民基本台帳（各年１月１日現在） 

 

年齢４区分別人口割合の推移をみると，０～１４歳と６５～７４歳は微減ですが，

７５歳以上は増加しています。 

 

資料：住民基本台帳（各年１月１日現在） 



 

１５ 

市の高齢化率（総人口に占める６５歳以上の割合）はゆるやかに上昇し，令和６ 

（２０２４）年は２１.８％となっています。東京都に比べるとやや低く推移してい

るものの，人口の高齢化が着実に進んでいます。 

 
資料：住民基本台帳（各年１月１日現在） 

 

市の将来人口（令和３年１０月１日を基準とした推計）をみると，今後は増加数が

徐々に縮小し，令和１２（２０３０）年の２４２,０７９人をピークに減少に転じる見

通しです。 

 

※令和３年までは実績値（住民基本台帳人口（外国人を含む）（各年１０月１日現在）） 資料：調布市基本計画 

 

  

人口ピーク 



１６ 

向こう２０年の人口の動きをみると，０～１４歳（年少人口）は３,０００人程度，

１５～６４歳（生産年齢人口）は２５,０００人程度がそれぞれ減少します。 

一方，６５～７４歳（前期高齢者）と７５歳以上（後期高齢者）はどちらも１万人

以上増加し，６５歳以上人口（老年人口）は令和６（２０２４）年から２６,０００人

程度増える見通しであり，令和２７（２０４５）年の高齢化率（総人口に占める６５

歳以上の割合）は３３.０％に上昇する見通しです。 

年齢４区分別人口（人）・割合（％）の推計 

年齢区分 
令和６（2024）年  令和 27（2045）年 増減 

人口 割合  人口 割合 人口 割合 

人口 238,774 －  236,048   －   -2,726 － 

0～14歳 28,812 12.1  25,891 11.0 -2,921 -1.1 

15～64歳 157,878 66.1  132,314 56.1 -25,564 -10.0 

65歳以上 52,084 21.8 

 

 

77,843 33.0 25,759 11.2 

内

訳 

65～74歳 22,355 9.4 35,446 15.0 13,091 5.6 

75歳以上 29,729 12.5 42,397 18.0 12,668 5.5 

※割合は四捨五入しているため，合計が合わない場合がある 

資料：令和６（２０２４）年は住民基本台帳（１月１日現在），   

令和２７（２０４５）年は市の将来人口推計(令和４年３月)  

 

東京都の人口予測(令和２年国勢調査を基準年とした推計)では，東京都の人口も市

と同じ令和１２（２０３０）年頃をピークに減少に転じる見通しです。 

東京都の人口予測 

 

 資料：東京都の人口予測(令和５年３月２８日更新)  

 

  



 

１７ 

向こう２０年の人口の動きを東京都と比較すると，市の１５～６４歳は東京都より

も速いスピードで減少します。６５～７４歳と７５歳以上は令和１７（２０３５）年

頃から東京都を上回るスピードで増える見通しであり，高齢化が加速します。 

一方，０～１４歳は東京都よりゆるやかに減少が進む見通しです。 

 

 

 

※令和２年（実績値）は，東京都が国勢調査，市が住民基本台帳人口（外国人を含む）（１０月１日現在） 

 資料：東京都の人口予測(令和５年３月２８日更新)，調布市基本計画 

 

 

  



１８ 

（２）要支援・要介護認定者の状況 

介護保険の要支援・要介護認定者数は，平成２９年度から令和４年度にかけて，  

要支援，要介護１～２，要介護３～５のいずれにおいても増加しています。認定者数

の増加に伴い認定率も年々上昇し，令和４年度は２１.８％となっています。 

 

資料：調布市統計書（各年度３月３１日現在） 

 

（３）障害者手帳所持者の状況 

障害者手帳所持者数は，平成２９年度から約１,０００人近く増加し，令和４年度

は９,３８９人となっています。 

平成２９年度から令和４年度にかけて，療育手帳「愛の手帳」所持者数は１８５人，

精神障害者保健福祉手帳所持者数は８５３人増加しています。身体障害者手帳所持者

数は５,１００～５,２００人台で推移しています。 

 

資料：調布市統計書(各年度３月３１日現在) 



 

１９ 

２ 前計画の進捗状況 

前計画に位置付けた事業の平成３０年度から令和５年度までの進捗状況から，目標

ごとに主な成果と今後への課題を整理しました。 

 

Ⅰ 心を育てるまちづくりの推進 

主
な
成
果 

⚫ 相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向けて，

パラハートちょうふの取組と連動しながら，イベント等でも障害者差

別解消法の周知など，ハード・ソフトの両面から地域の環境づくりを進

めた。 

⚫ 東京２０２０オリンピック・パラリンピック教育のレガシーとして，

「ボランティアマインド」「障害者理解」「豊かな国際感覚」を重視した

教育活動を行った。 

⚫ イベント，出前講座，研修，学校教育，障害者スポーツ等を通じて，人

権啓発に関する事業を実施した。 

課
題 

⚫ さらに幅広い分野で「パラハートちょうふ」の理念の普及を図る必要が

ある。 

 

Ⅱ 誰もが情報を受取ることができるまちづくりの推進 

主
な
成
果 

⚫ 「外国人のための調布市暮らしのガイド」の発行（令和５年２月）や聴

覚障害者等の社会参加支援としての手話通訳者及び要約筆記者の派遣

等により，適切な情報発信を行った。 

⚫ ユニバーサルデザインに配慮した誘導サインの設置及び観光案内誘導

標識の維持管理を計画通りに実施した。令和５年度に「調布市中心市街

地公共サイン整備計画（調布駅／第２期）」を策定した。 

⚫ 誰もがホームページで提供される情報や機能を支障なく利用できるウ

ェブアクセシビリティに配慮した運用としている。 

⚫ 新型コロナウイルス感染症予防対策として，令和２年３月からオンラ

インによるゆりかご調布面接，令和３年１０月からは来所できない子

育て家庭の方と顔が見える「すこやかオンライン相談」を開始した。 

⚫ 令和４年度から令和５年度にかけて産後ケア事業の利用施設の拡大と

アウトリーチ型の土日利用を導入した結果，利用者が増加した。 

課
題 

⚫ ユニバーサルデザインに配慮した誘導サインや案内誘導標識の整備を

進める必要がある。 

⚫ より幅広い対象に届くよう，情報発信方法の多様化を図る必要がある。 



２０ 

Ⅲ 誰もが移動・社会参加しやすいまちづくりの推進 

主
な
成
果 

⚫ 障害児・者の地域社会との関わりを後押しする移動支援，福祉タクシー

事業，外出時のガイドヘルパー派遣を行った。 

⚫ ミニバス３路線を維持するとともに，令和５年度に北部地域でデマン

ド交通（予約型乗合タクシー）の実証実験を実施した。 

⚫ 高齢者や障害者の社会参加を後押しするため，シルバー人材センター

の運営支援，障害者の一般就労及び職場定着の支援，市役所等における

障害者雇用等を継続した。 

⚫ 令和元年１０月から日中一時支援の事業者登録要件を拡大した結果，

事業登録者が増加した。 

⚫ 三鷹市，府中市との３市共同事業である（仮称）調布基地跡地福祉施設

及び第２まなびやの整備について検討を進めた。 

課
題 

⚫ 福祉タクシー券の交付方法の見直し，新しい公共交通の導入など，より

効果的な移動手段を検討する必要がある。 

⚫ 地域や社会に参加する意思のある市民を後押しする環境づくりに向け

て，一層進める必要がある。 

⚫ 新型コロナウイルス感染症の影響で活動が自粛・縮小・休止となってい

る市民活動団体の活性化を支援する必要がある。 

 

Ⅳ 住まい・施設等のまちづくりの推進 

主
な
成
果 

⚫ 高齢者や障害者の住まいを確保する取組のほか，住宅確保要配慮者が

民間賃貸住宅に円滑に入居できるよう，協力不動産店の増加と助成の

拡充を図った。 

⚫ 令和４年４月，バリアフリー化を促進する地区とその方針を定める「調

布市バリアフリーマスタープラン」，移動等円滑化に向けた具体的な事

業を位置付ける「調布市バリアフリー基本構想」を新たに策定した。 

⚫ 市内の建築物，道路，公園・緑地等，市営公衆便所，商店街の施設，民

間建築物等の整備・改修に合わせてユニバーサルデザインとバリアフ

リーを踏まえた機能向上を図った。 

課
題 

⚫ 老朽化したシルバーピアの契約満了を機に，高齢者住宅の在り方を検

討する必要がある。 

⚫ 道路に求められる様々な機能が効果的に発現できるよう，地域の特性

に配慮しながら事業化に向けた検討を行う必要がある。 

 



 

２１ 

Ⅴ 安全・安心に過ごせるまちづくりの推進 

主
な
成
果 

⚫ 東京都が首都直下地震や南海トラフ巨大地震等による被害想定を見直

したことに伴い，調布市地域防災計画の修正に向けた取組を推進した。 

⚫ 防災行政無線（同報系）のデジタル化整備が完了した。 

⚫ 安全・安心マップの作成は終了し，子どもの危険予測能力の向上を図る

「学習ツール」の貸出事業を新たに開始した。 

⚫ 調布市夜間安全・安心パトロール，調布市子ども安全・安心パトロール

は，市内をブロックに分け，複数の車両での巡回を実施している。 

⚫ 高齢者宅への救急医療情報キット（＊３）を令和５年３月末までに延べ

１３,０００件あまり提供した。 

⚫ 児童虐待防止センター事業を令和３年度から市の直営体制に移行し

た。また東京都のモデル事業である予防的支援事業を実施した。 

⚫ 障害者の虐待防止のため，障害福祉施設職員向け研修や，調布市福祉人

材育成センターのヘルパー養成研修等で周知を図った。 

課
題 

⚫ 令和３年５月の災害対策基本法の改正を踏まえ，支援優先度が高い避

難行動要支援者の個別避難計画の作成について，段階的に取組を進め

る必要がある。 

⚫ 手口が年々巧妙化する特殊詐欺被害を防止するため，生活安全講演会

のオンライン配信や動画配信等，多様な啓発活動の展開が必要である。 

⚫ ヤングケアラーを早期に発見し，適切な支援につなげる取組，関係機関

にヤングケアラーの認識を広める取組の充実が必要である。 

 

 
＊３ 救急医療情報キット…緊急時に必要となる健康保険証の写し・服薬状況などの医療情報や，

緊急連絡先等をあらかじめ記入した用紙を冷蔵庫に保管しておく筒型の容器。自宅での緊急

時に，救急隊員がキットの中の情報を確認し，速やかな医療活動につなげるため，６５歳以

上の方及び６５歳未満の障害者の方に配付している。 



２２ 

３ 市民の意向（調布市民福祉ニーズ調査結果） 

 

 

 

（１）市内のバリアフリー化の状況 

①充実している（「とても充実している」＋「充実している」の合計） 

市内のバリアフリー化の状況について『充実している』の回答は，市民，高齢者，

身体障害（６４歳以下），身体障害（６５歳以上），知的障害，精神障害，難病，障害

児保護者ともに『公共施設や病院などのスロープ，エレベーターやエスカレーター』

と『車いすの方や乳幼児を連れた方など，誰もが使いやすいトイレ』を上位に挙げて

います。 

なお，前回調査（令和元年）でも上位項目は同じです。 

市内のバリアフリー化の状況／『充実している』の割合（Ｎは回答者数，数値は％，無回答は非表示） 

 

1位 2位

市民 （N=815）

公共施設や病院などのス

ロープ，エレベーターやエ

スカレーター（43.4）

車いすの方や乳幼児を連れ

た方など，誰もが使いやす

いトイレ（33.7）

高齢者 （N=1203）

公共施設や病院などのス

ロープ，エレベーターやエ

スカレーター（37.7）

車いすの方や乳幼児を連れ

た方など，誰もが使いやす

いトイレ（23.9）

身体障害（64歳以下） （N=213）

公共施設や病院などのス

ロープ，エレベーターやエ

スカレーター（40.8）

車いすの人や乳幼児を連れ

た人，介助者の同伴が必要

な人など，誰もが使いやす

いトイレ（22.1）

身体障害（65歳以上） （N=237）

公共施設や病院などのス

ロープ，エレベーターやエ

スカレーター（37.6）

車いすの人や乳幼児を連れ

た人，介助者の同伴が必要

な人など，誰もが使いやす

いトイレ（18.6）

知的障害 （N=182）

公共施設や病院などのス

ロープ，エレベーターやエ

スカレーター（39.5）

車いすの人や乳幼児を連れ

た人，介助者の同伴が必要

な人など，誰もが使いやす

いトイレ（28.5）

精神障害 （N=177）

公共施設や病院などのス

ロープ，エレベーターやエ

スカレーター（37.9）

車いすの人や乳幼児を連れ

た人，介助者の同伴が必要

な人など，誰もが使いやす

いトイレ（27.1）

難病 （N=172）

公共施設や病院などのス

ロープ，エレベーターやエ

スカレーター（34.8）

車いすの人や乳幼児を連れ

た人，介助者の同伴が必要

な人など，誰もが使いやす

いトイレ（23.9）

障害児保護者 （N=130）

公共施設や病院などのス

ロープ，エレベーターやエ

スカレーター（50.7）

車いすの人や乳幼児を連れ

た人，介助者の同伴が必要

な人など，誰もが使いやす

いトイレ（41.6）

障害者

（18歳以上）

対  象：市民（１８歳以上），高齢者（６５歳以上），障害のある方・障害児の保護者 

実施結果：令和４年１０月実施 

 調査人数６,０００人 有効回答数３,１２９人（５２.２％） 



 

２３ 

②充実していない（「あまり充実していない」＋「充実していない」の合計） 

市内のバリアフリー化の状況について『充実していない』の回答は，どの対象者も，

『歩きやすいように障害物が取り除かれ，段差や凹凸が少なく，十分に幅のある歩道

や道路』が最も多くなっています。 

一方，第２位は市民，高齢者，身体障害（６４歳以下），身体障害（６５歳以上），

難病は『車いすの人や誰もが安全に通れる建物の出入口や通路（段差を無くす，幅を

広げるなど）』，知的障害，精神障害，障害児保護者は『高齢者，子ども連れの家族，

障害や病気などがある人に対する人々の接し方や配慮』を挙げています。 

なお，前回調査（令和元年）でも上位項目は同じです。 

市内のバリアフリー化の状況／『充実していない』割合（Ｎは回答者数，数値は％，無回答は非表示） 

 

  

1位 2位

市民 （N=815）

歩きやすいように障害物が

取り除かれ，段差や凹凸が

少なく，十分に幅のある歩

道や道路（69.7）

車いすの人や誰もが安全に

通れる建物の出入口や通路

（52.8）

高齢者 （N=1203）

歩きやすいように障害物が

取り除かれ，段差や凹凸が

少なく，十分に幅のある歩

道や道路（63.2）

車いすの人や誰もが安全に

通れる建物の出入口や通路

（46.3）

身体障害（64歳以下） （N=213）

歩きやすいように障害物が

取り除かれ，段差や凹凸が

少なく十分に幅のある歩道

や道路（61.5）

車いすの人や誰もが安全に

通れる建物の出入口や通路

（46.5）

身体障害（65歳以上） （N=237）

歩きやすいように障害物が

取り除かれ，段差や凹凸が

少なく十分に幅のある歩道

や道路（56.9）

車いすの人や誰もが安全に

通れる建物の出入口や通路

（40.9）

知的障害 （N=182）

歩きやすいように障害物が

取り除かれ，段差や凹凸が

少なく十分に幅のある歩道

や道路（46.7）

高齢者，子ども連れの家

族，障害や病気などがある

人に対する人々の接し方や

配慮（34.6）

精神障害 （N=177）

歩きやすいように障害物が

取り除かれ，段差や凹凸が

少なく十分に幅のある歩道

や道路（49.1）

高齢者，子ども連れの家

族，障害や病気などがある

人に対する人々の接し方や

配慮（36.7）

難病 （N=172）

歩きやすいように障害物が

取り除かれ，段差や凹凸が

少なく十分に幅のある歩道

や道路（54.0）

車いすの人や誰もが安全に

通れる建物の出入口や通路

（44.8）

障害児保護者 （N=130）

歩きやすいように障害物が

取り除かれ，段差や凹凸が

少なく十分に幅のある歩道

や道路（57.6）

高齢者，子ども連れの家

族，障害や病気などがある

人に対する人々の接し方や

配慮（43.1）

障害者

（18歳以上）



２４ 

（２）心のバリアフリーの普及状況 

①障害や病気への差別や偏見，配慮のなさを感じる場面 

障害や病気への差別や偏見，配慮のなさを感じる場面について，身体障害（６４歳

以下）は「交通機関や建物のつくりの配慮」，身体障害（６５歳以上）と難病は「特に

感じない」，知的障害は「まちなかでの人の視線」，精神障害は「仕事や収入」，障害児

保護者は「教育・保育の機会」がそれぞれ最も多くなっています。 

 

障害や病気への差別や偏見，配慮のなさを感じる場面（Ｎは回答者数，数値は％，無回答は非表示） 

 

※障害児保護者アンケートの選択肢は「教育・保育の機会」 

 

  

教

育

の

機

会

※

仕

事

や

収

入

民

間

の

習

い

ご

と

・

教

室

近

所

付

き

合

い

や

地

域

の

行

事

・

活

動

店

で

の

扱

い

や

店

員

の

応

対

・

態

度

ま

ち

な

か

で

の

人

の

視

線

交

通

機

関

や

建

物

の

つ

く

り

の

配

慮

行

政

職

員

の

応

対

・

態

度

そ

の

他

特

に

感

じ

な

い

無

回

答

身体障害（64歳以下） （N=213） 8.9 23.0 - 4.7 16.9 23.0 29.1 9.9 8.5 28.6 7.5

身体障害（65歳以上） （N=237） 3.0 4.2 - 4.6 8.4 6.3 19.0 5.1 2.1 53.2 16.5

知的障害 （N=182） 15.9 29.7 - 15.4 14.8 32.4 11.0 8.2 1.6 29.7 13.7

精神障害 （N=177） 10.2 37.9 - 11.9 13.0 17.5 15.3 8.5 6.8 29.4 11.9

難病 （N=172） 5.8 11.6 - 4.7 6.4 9.3 19.8 5.8 2.9 47.7 17.4

障害児保護者 （N=130） 50.8 - 39.2 16.9 10.0 34.6 19.2 6.9 6.9 19.2 2.3

障害者

（18歳以上）



 

２５ 

②心のバリアフリーの普及に必要な取組 

病気・障害・国籍・生活習慣などの違いによる心理的な障壁を取り除く（心のバリ

アフリー）ために特に必要な取組について，どの対象者も「学校において，お互いを

理解し，思いやる心を醸成するための教育」もしくは「学校における，お互いを理解

し，思いやる心を育てるための教育や，障害者などさまざまな人と触れ合う機会の充

実」が最も多くなっています。 

 

心のバリアフリーの普及に必要な取組（Ｎは回答者数，数値は％，無回答は非表示） 

 

 

  

1位 2位

市民 （N=815）

学校において，お互いを理解し，

思いやる心を醸成するための教育

（58.3）

わかりやすい，使いやすい情

報の提供（52.4）

身体障害（64歳以下） （N=213）

学校における，お互いを理解し，

思いやる心を育てるための教育

や，障害者などさまざまな人と触

れ合う機会の充実（52.6）

わかりやすい情報発信

（37.6）

身体障害（65歳以上） （N=237）

学校における，お互いを理解し，

思いやる心を育てるための教育

や，障害者などさまざまな人と触

れ合う機会の充実（40.1）

わかりやすい情報発信

（34.6）

知的障害 （N=182）

学校における，お互いを理解し，

思いやる心を育てるための教育

や，障害者などさまざまな人と触

れ合う機会の充実（44.0）

わかりやすい情報発信

（29.7）

精神障害 （N=177）

学校における，お互いを理解し，

思いやる心を育てるための教育

や，障害者などさまざまな人と触

れ合う機会の充実（49.7）

わかりやすい情報発信

（40.7）

難病 （N=172）

学校における，お互いを理解し，

思いやる心を育てるための教育

や，障害者などさまざまな人と触

れ合う機会の充実（48.3）

わかりやすい情報発信

（41.9）

障害児保護者 （N=130）

学校における，お互いを理解し，

思いやる心を育てるための教育

や，障害者などさまざまな人と触

れ合う機会の充実（71.5）

わかりやすい情報発信

（46.2）

障害者

（18歳以上）



２６ 

（３）市の保健福祉情報の情報入手先 

市の保健福祉施策（サービス）に関する情報の入手先は，市民，身体障害（６４歳

以下），精神障害，難病，障害児保護者ともに「市の広報紙・チラシ」が最も多く，次

いで「市のホームページ」となっています。 

身体障害（６５歳以上），知的障害は「市の広報紙・チラシ」が最も多く，次いで「特

にない，情報は入手していない」となっています。 

 

市の保健福祉施策（サービス）に関する情報の主な入手先（Ｎは回答者数，数値は％，無回答は非表示） 
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ブ
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テ

レ
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含
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・

ラ

ジ

オ

家

族
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友

人

・

知

人

か

ら

の

口

コ

ミ

S

N

S

そ

の

他

特

に

な
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、

情

報

は

入

手

し

て

い

な

い

無

回

答

市民 （N=815） 32.0 61.7 3.2 4.4 12.5 8.0 0.5 20.9 1.7

身体障害（64歳以下） （N=213） 37.1 46.5 17.4 3.8 12.7 8.9 3.8 21.6 3.8

身体障害（65歳以上） （N=237） 18.6 49.4 11.4 1.3 16.5 2.1 1.3 26.2 10.1

知的障害 （N=182） 13.7 36.3 11.0 4.9 22.5 4.9 2.2 29.1 12.1

精神障害 （N=177） 26.0 45.8 27.1 5.6 11.9 6.8 4.5 22.6 6.2

難病 （N=172） 37.2 49.4 7.0 4.1 9.3 10.5 0.6 17.4 7.6

障害児保護者 （N=130） 50.8 56.9 16.2 3.1 29.2 14.6 5.4 7.7 0.8

障害者

（18歳以上）



 

２７ 

（４）災害時への備えの状況 

①避難場所・避難経路・警戒区域などの確認状況 

避難場所・避難経路・警戒区域などを「確認している」割合は，高齢者と難病は７

割，身体障害（６４歳以下）と身体障害（６５歳以上）は６割，障害児保護者は８割

を超えています。一方，知的障害，精神障害は「確認していない」の割合が５割前後

と多くなっています。 

 

避難場所・避難経路・警戒区域などの確認状況（Ｎは回答者数，数値は％，無回答は非表示） 

 

  

確

認

し

て

い

る

確

認

し

て

い

な

い

無

回

答

高齢者 （N=1203） 71.8 24.3 3.9

身体障害（64歳以下） （N=213） 63.8 33.3 2.8

身体障害（65歳以上） （N=237） 66.7 30.4 3.0

知的障害 （N=182） 45.6 50.5 3.8

精神障害 （N=177） 45.8 47.5 6.8

難病 （N=172） 74.4 20.9 4.7

障害児保護者 （N=130） 84.6 13.8 1.5

障害者

（18歳以上）



２８ 

②緊急時の避難情報の入手先 

緊急時の避難情報の入手先は，高齢者，難病，障害児保護者は「調布市防災・安全

情報メール」，身体障害（６４歳以下）は「ＳＮＳ（市の公式アカウントを含む）」が

最も多く，一方，身体障害（６５歳以上），知的障害，精神障害は「わからない」が最

も多くなっています。 

 

緊急時の避難情報の入手先（Ｎは回答者数，数値は％，無回答は非表示） 

 

 

  

防
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行

政

無

線

調

布

市

防

災

・

安

全

情

報

メ
ー
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調

布

F

M

市
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ー

ム
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ー

ジ

ケ
ー

ブ

ル

テ

レ

ビ

S

N

S
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市

の

公

式

ア

カ

ウ

ン

ト
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含

む
）

そ

の

他

わ

か

ら

な

い

無

回

答

高齢者 （N=1203） 33.8 36.7 6.2 18.2 13.1 11.9 4.5 18.0 7.0

身体障害（64歳以下） （N=213） 7.0 17.4 1.4 12.2 7.5 24.9 7.5 17.4 4.7

身体障害（65歳以上） （N=237） 18.6 18.6 0.8 7.6 9.3 6.3 5.5 24.1 9.3

知的障害 （N=182） 6.6 19.2 2.7 2.7 7.7 16.5 3.8 36.3 4.4

精神障害 （N=177） 9.0 10.7 2.3 11.3 5.1 23.2 6.8 25.4 6.2

難病 （N=172） 12.2 22.7 2.9 9.3 4.7 21.5 4.1 13.4 9.3

障害児保護者 （N=130） 6.2 53.8 0.0 10.8 1.5 19.2 1.5 4.6 2.3

障害者

（18歳以上）
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４ 団体等グループインタビューの主な意見 

◎団体の活動で困っていること，今後の活動に向けた課題 

■組織運営 

⚫   会員数の減少，会員の高齢化，活動資金の確保が課題である。 

⚫   幹事の成り手がいない，次期役員の選出が困難である。 

■活動上の課題 

⚫  リーダー不足や働く保護者の増加により，活動が難しくなっている。 

⚫   イベントや販売活動のために専門ボランティアの協力が必要である。 

 

◎日常生活の中で感じる困難事例 

（１）住まい 

■賃貸・転居 

⚫   主な家族構成員が聴覚障害のみの場合，家を借りるのを断られるケースがある。 

⚫   家を借りる際，仲介業者は問題ないが，障害のために大家に断られることが多い。 

■バリアフリー設備 

⚫   転倒防止のために階段の手すりが必要だが，賃貸住宅では取付が難しい場合もあ

る。 

■近隣との関係 

⚫    子どもの行動障害や騒音により，近隣から苦情が来ないか心配である。 

⚫    多動な障害児で，マンション住民から足音の苦情があった。 

（２）外出時 

■休憩場所，授乳 

⚫   スーパーなどに授乳室，離乳食を食べさせるスペースが欲しい。 

■通院支援 

⚫   母親が通院時に，子どもの保育，通院補助を望む。 

■子どもの安全，トイレ 

⚫    屋外の一時停止すべきところに足跡マークがあると少しは効果的と思う。 

■施設のバリアフリー化 

⚫    新設する公共施設等には，手すり，点字ブロック，ウォーク＆モバイル（＊４）

を敷設してほしい。 

 

 
＊４ ウォーク＆モバイル…視覚障害者歩行サポートシステムのこと。視覚障害者向けの歩行支

援ツールであり，点字ブロックを利用して音声案内を聞くことができる。 
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■アクセスの制約 

⚫    飲食店や床屋などで，店内の狭さを理由に入店を断られたり，タクシーで乗車を

断られることがある。 

（３）教育・保育 

■障害児の教育支援 

⚫    公立一般学校へ通う聴覚障害の子どもたちには音声認識やパソコン要約筆記，手

話通訳などの情報保障が不可欠であるが，サポートが不足している。 

⚫   精神疾患について学校教育で取り上げてほしい（高校の教科書には掲載。保健体

育の授業にて）。自分の病気を知ることにより，生きづらさが和らぐ。 

■親の支援 

⚫   同じような状況を共有できる仲間を見つけるために，サポートグループや情報交

換が重要である。また，サポートする親が高齢化している。 

⚫    障害者の雇用が長続きしない問題があり，雇用先が病気について理解を深める必

要がある。 

⚫    作業所は本人にとって社会参加の場，保護者・家族にとってはレスパイトの時間

としてとても重要である。 

■趣味（生活） 

⚫    親子で映画を観るのが好きだが，子どもが声を出してしまうため，途中退席しな

ければならなかったことがある。大きなスクリーンで気兼ねなく観る機会があれ

ば参加したい。 

 

◎地域・社会での活動に関する合理的配慮など 

■地域生活 

⚫   自治会の人達と普段からの顔合わせができれば，暮らしに安心感をもたらす。 

■子育て 

⚫    重度障害児の余暇活動機会が不足している。重度だからこそ，家族のためにも，

サービス利用や活動参加の条件を無くし，行政が支援を拡充してほしい。 

■外出時 

⚫    公共交通機関において，障害者用ＩＣカードの普及，ＩＣタッチの際の声掛け，

切符の購入などの手助けをしてほしい。 

⚫    盲導犬の同行が制限される店舗があるが，できれば同行可能にしてほしい。 

■社会生活 

⚫   精神疾患に対する理解不足や偏見がある。 

⚫    障害者への配慮，家族の理解，他者への関心が必要である。 
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■医療・健診 

⚫   医療機関において，障害者の特性を理解し，丁寧な対応を願う。 

■子どものうちからの交流 

⚫    小さいうちから障害児と健常児の交流を通じて差別や偏見を減らしてほしい。 

 

◎障害者にとって暮らしやすい調布市になるために重要なこと 

（１）相談，サービス 

■相談やサービスの周知 

⚫   市役所や地域センターなどに相談やサービスの情報を掲示，ポスターやリーフレ

ットを配布，ホームページやＳＮＳで情報発信，相談先の一覧表やアプリを提供

してほしい。 

■相談窓口 

⚫   相談内容によっては複数の機関や事業所をまたぐため，相談窓口の連携も重要で

ある。 

⚫    地域の身近な存在である民生委員との連携を強化することで，障害者や家族が相

談やサービスを受けやすくなる。 

■柔軟・個別の支援 

⚫   障害児・者によって状況は異なるため，障害児・者や家族の一人ひとりの特性や

ニーズに合わせて支援内容や方法を検討する必要がある。 

■その他 

⚫   障害児が気軽に遊びや学びの場として児童館の充実を図り，障害児の地域での生

活を支えてほしい。 

（２）教育・保育，就労，趣味 

■余暇活動，交流 

⚫   高齢者を含む地域住民の花壇づくりを普及し，高齢者や子ども・教員の交流を促

進することが必要である。 

■保育，学校教育 

⚫   保護者の就労支援やレスパイト支援を強化してほしい。 

⚫   障害児者との交流を増やし，未来の調布をより住みやすいまちを望む。 

■就労，訓練 

⚫   病気に対する職場の理解と協力が必要である。 
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（３）緊急時，災害時 

■避難所のアクセシビリティ（利用環境） 

⚫   障害者やその家族が避難所生活をしやすいように，避難所内に落ち着いて過ごせ

るスペースや支援員を配置してほしい。 

■地域とのつながり 

⚫   地域での訓練や社会教育活動への参加を奨励し，地域コミュニティが協力し合っ

て非常事態に備えることが必要である。 

■災害時への備え 

⚫   外出時に災害が発生した際はパニックになるため，街中に災害情報や避難場所の

表示が必要である。 

（４）デジタル活用策 

■活用のアイデア 

⚫   疾患により外出が難しい場合があるため，地域のイベントなどでオンライン参加

を可能にする仕組みが重要である。 

⚫   ＧＰＳアプリの使用で迷子になるリスクを軽減でき，安心して外出できる。 

■情報アクセシビリティ（利用環境）向上 

⚫   市内の施設や病院，店舗にタブレットを設置し，遠隔通訳を可能にする。 

■デジタルデバイド対策 

⚫   セルフレジやカード支払いなど，一人では難しい支払い方法に対するサポートが

必要である。 

■情報の適切な提供 

⚫ マイナンバーカードに迷子時に役立つ情報を加えてほしい。 

（５）市民，地域，市に対して 

■多様性の理解，配慮，社会参加 

⚫   車いす利用者や聴覚障害者などに対する理解と配慮を深め，社会参加を促進する

必要がある。 

■支援，相談 

⚫   障害者の行動や生活リズムは異なるため，声掛けや手助けの方法は個別に配慮が

必要である。 

■市民の理解，環境づくり 

⚫   障害者とその家族も地域社会での積極的な参加を模索している。 

⚫   自治会やそれに準ずるような活動の情報をわかりやすく提供してほしい。 

⚫   障害児者との交流の機会を増やし，共生社会の実現を目指すことが重要である。 
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（その他の意見・提案） 

■情報の効率的な共有 

⚫   手話通訳や音声ガイドなどの合理的配慮を拡充し，障害者も健常者と同じように

社会参加できる環境を整える必要がある。 

■健康・医療 

⚫   医療と福祉の連携を強化してほしい。 

■福祉への関心 

⚫   障害者に対する理解を深め，障害者が健常者とともに生きやすい社会を実現する

ために，教育や地域活動などを通じて障害者への関心を高める取組が必要である。 

■子育て支援 

⚫   市で主催される講座や児童館，保育園などは充実しており，子ども連れにやさし

い環境と感じている。 

■その他 

⚫   災害や障害など，困っている人を助けたいと思っている人が多いので，ボランテ

ィアや支援の機会を増やしてほしい。 

⚫   親が高齢化した場合，サポートする機関が必要である。 
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５ 福祉のまちづくりを取り巻く課題 

 

課題１ 障害者等への理解促進について 

⚫ 高齢者，障害児・者，子ども，若者など，全ての市民が生きづらさを感じるこ

となく，本人の意志で自由に社会参加ができるよう，あらゆる分野で「パラハ

ートちょうふ」の理念を具現化し，一人一人が認め合えるまちづくりに取り組

む必要があります。 

⚫ 全ての市民がお互いに思いやる心を学ぶ機会や交流する機会を増やしていく

必要があります。 

 

 

課題２ 情報のバリアフリー化について 

⚫ 情報の入手が困難な人でも必要な情報が必要なときに確実に届くよう，情報格

差を解消するデジタルデバイド対策を行いながら，多様な方法で，市民の暮ら

しを支える情報を発信していく必要があります。 

⚫ ユニバーサルデザインに配慮した案内・誘導サインや案内誘導標識の整備を進

める必要があります。 

⚫ 「行政内部のデジタル化」とともに，誰もが必要なときに必要な情報を活用で

きる「地域社会のデジタル化」，いつでも行政サービスを享受できる「行政サー

ビスのオンライン化」を段階的に進める必要があります。 

 

 

課題３ 移動・社会参加・協働について 

⚫ 移動に不便さを抱える人も円滑に移動できるよう，地域特性に応じた公共交通

ネットワークの構築と効果的な移動手段の確保を進める必要があります。 

⚫ 地域社会と協力し，就労に困難さを抱える人の就労支援，社会的孤立を防ぐ社

会参加の促進，市民主体の地域活動の活性化に向けて継続的に取り組む必要が

あります。 

⚫ 医療的ケアを含む重症心身障害児・者が地域で暮らし続けるための新たな拠点

整備を着実に進める必要があります。 
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課題４ 住まい・施設等の生活基盤について 

⚫ 市内でいつまでも安心して暮らすことができるよう，多様な利用者にとって使

いやすい環境の整備やサービスの提供などに取り組む必要があります。 

⚫ 歩道，道路，公園・緑地等のバリアフリー化を計画的に進めること，また，安

全・快適で，かつ，憩いやにぎわいが創出される，全ての取組において，魅力

ある都市空間の形成を進めることが必要です。 

 

 

課題５ 安全・安心について 

⚫ 地域住民の安全を守る防災対策を地域全体で継続するとともに，国や東京都に

おける避難行動要支援者の支援体制の整備等に関する動向を注視しながら取

組を進める必要があります。 

⚫ 市民一人一人の交通安全・防犯意識を高める多様な啓発活動の展開とともに，

地域を挙げて事故や犯罪の起こりにくいまちづくりを進める必要があります。 

⚫ 社会的孤立や支援につながっていない状況を見逃さないよう，日頃から地域住

民同士の支え合いが広がり，人権が守られる明るい地域社会の形成を引き続き

進める必要があります。 
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ともに生き ともに創る 彩りのまち調布 

みんなで支え合う，誰一人取り残されない，ともに生きるまち 

みんなの“からだ”と“こころ”にやさしいまち 調布 

第３章 福祉のまちづくりの基本的方向 

１ 基本理念 

本条例では，「高齢者や若者も，障害がある人もない人も，また，大人や子どもも生

涯をとおして人としての尊厳を認め合いながら，いきいきとした生活を営むことがで

きるような豊かで温かいまち調布を実現すること」を私たちの願いとして謳っていま

す。また，調布市基本構想，調布市地域福祉計画，調布市バリアフリーマスタープラ

ンでは，それぞれ次のような将来像や基本理念を掲げています。 

 

○調布市基本構想【まちの将来像】 

 

 

○調布市福祉３計画の共通事項【将来像】（地域福祉計画，高齢者総合計画，障害者総合計画） 

 

 

○調布市バリアフリーマスタープラン【基本理念】 

 

 

 

 

これらの思いや福祉のまちづくりの現状等を踏まえ，調布市の福祉のまちづくりの

推進に向けて，次のとおり基本理念を掲げます。 

基本理念 

 

 

 

 

 

 

みんなが 安心してともに生きる  

こころにやさしい 福祉のまちづくり 
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２ 基本目標 

基本理念に基づき，次の５つを基本目標と定め，総合的・計画的に福祉のまちづく

りを推進します。 

Ⅰ 心を育て，ともに生きるまちづくりの推進 
誰もがいきいきと自分らしく生活できるよう，互いを認め合い，ともに生

きる社会に向けて，多様な普及啓発活動と分野間連携をとおして，障害や多

様性への理解促進と偏見・差別の解消に向けて，市民一人一人に心のバリア

フリーの浸透を図ります。 

 

Ⅱ 誰でもスムーズに情報を受取ることができるまちづくりの推進 
情報の入手が困難な人でも必要な情報を入手でき，日々の生活を安心して

送ることができるよう，デジタル技術の活用，障害者・外国人等に配慮した

情報提供とコミュニケーション支援，まちなかでのわかりやすい標識や公共

サインの設置，暮らしを支える情報提供の充実を進めます。 

 

Ⅲ 誰もが移動・社会参加しやすいまちづくりの推進 

誰もが安全で快適に移動・外出し，いきいきと生活できるよう，移動手段・

支援の充実，就労と日中活動の支援と拠点整備による社会参加の促進，協働

による地域づくりを進めます。 

 

Ⅳ 誰もが快適に利用できる施設や環境の整備に向けたまちづくり 

の推進 
誰もが安心して快適に，日々の生活を送ることができるよう，住まいの確

保と入居支援の充実，ユニバーサルデザインの視点を取り入れたまち全体の

施設整備，インフラ設備・公共施設等の安全対策の充実を進めます。 

 

Ⅴ 誰一人取り残さない安全・安心なまちづくりの推進 
誰もが安全・安心に生活できるよう，自助・共助・公助が相互に機能する

災害時の防災対策と交通安全・防犯対策，障害者や子どもの見守りと人権を

守る地域ネットワークと緊急時のサポートによる安心できる暮らしの支援を

進めます。 
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３ 施策体系 

基本理念 

 

 

 

 

 

基本目標 取組方針 

Ⅰ 心を育て，ともに生きるまちづくり

の推進 
Ⅰ－１ 普及啓発の充実・心のバリアフリーの推進 

Ⅱ 誰でもスムーズに情報を受取るこ

とができるまちづくりの推進 

Ⅱ－１ 障害者・外国人等への情報提供体制の整備 

Ⅱ－２ まちなかの公共サイン等の充実 

Ⅱ－３ 多様な方法による情報提供の充実 

Ⅲ 誰もが移動・社会参加しやすいまち

づくりの推進 

Ⅲ－１ 移動支援の充実 

Ⅲ－２ 多様な人の社会参加の推進 

Ⅲ－３ 協働による地域づくり 

Ⅳ 誰もが快適に利用できる施設や環

境の整備に向けたまちづくりの推

進 

Ⅳ－１ 住まいの支援の推進 

Ⅳ－２ ユニバーサルデザインの施設の推進 

Ⅳ－３ 施設等の安全対策の充実 

Ⅴ 誰一人取り残さない安全・安心なま

ちづくりの推進 

Ⅴ－１ 災害時の防災対策の推進 

Ⅴ－２ 交通安全・防犯対策の推進 

Ⅴ－３ 支え合いと安心の暮らしの支援 

 

みんなが 安心してともに生きる 

こころにやさしい 福祉のまちづくり 
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第４章 施策の展開 

 

Ⅰ 心を育て，ともに生きるまちづくりの推進 

Ⅰ－１ 普及啓発の充実・心のバリアフリーの推進 

 

取組方針 

市民に障害や多様性に対する関心と理解を促すため，文化芸

術やスポーツ等とも連動しながら，多様な方法で普及啓発を図

るとともに，新たな条例の制定や学校教育を通じて，一人一人の

心のバリアフリーの推進に市全体で取り組みます。 

 

 

 

◎障害者団体等のご意見に回答します。 

  

障害者に関する情報を積極的に発信し，市民の理解を深める工夫が必要だと

思います。 

ヘルプカード・ヘルプマークの普及啓発（＊次頁で紹介），パラハート月間，

障害当事者講師養成研修を通じて，市民の理解を深める取組を進めていき

ます。 

 

  

市内の小・中・高校で学年ごとに障害について学べる仕組みをつくり，障害の

種類や特性，社会生活上の課題などの理解を深めることが大切だと思います。 

障害者に関する正しい知識や理解を深めるための授業や講演会を実施して

はいかがでしょうか。 

調布市立小・中学校において，人権教育の一環として障害理解に関する授

業を実施しています。 

 

 



４０ 

 

 

 

◎ヘルプカード・ヘルプマーク 

ヘルプカードは調布市内に住所を有す

る障害のある方が緊急連絡先，医療情報，

手伝ってほしい内容などを記載し，普段か

ら身に付けておくことで，緊急時や災害時，

日常の困ったときに，周囲の配慮や手助け

をお願いしやすくするものです。 

 

ヘルプマークは義足や人工関節を使用

している方，内部障害や難病の方，又は妊

娠初期の方など，外見からわからなくても

援助や配慮を必要としている方々が，周囲

の方に配慮を必要としていることを知ら

せることができるマークです（JIS規格）。 
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事業名 「パラハート月間」普及啓発事業 

担当課 障害福祉課 

概 要 ○ 市の共生社会推進に係るキャッチフレーズ「パラハートち

ょうふ～つなげよう，ひろげよう，共に生きるまち～」を活

用し，毎年１２月３日～９日の「障害者週間」を含む１２月

の１か月間を「パラハート月間」と位置付け，障害理解推進

のための普及啓発活動を行う。 

これまでの取組 令和３年より新たに１２月を「パラハート月間」と位置付け，

調布駅前広場の活用や，市内障害児・者施設との連携による普

及啓発活動，動画制作・公開による広報活動を行った。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き市民全体の障害理解の推進へ向けて，多様な方法に

よる広報・普及啓発活動の充実を図る。 

 

事業名 
手話言語条例及び障害者の意思疎通に関する条例の制定へ向

けた検討 

担当課 障害福祉課 

概 要 ○ 手話及び様々な意思疎通支援手段への理解促進と支援の一

層の充実を図るため，市における手話言語条例及び意思疎

通支援条例の制定へ向けて，条例検討委員会を設置し，検討

を行う。 

これまでの取組 条例の検討委員会を設置し，令和５年 1０月より検討を開始

した。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

令和６（２０２４）年度の条例制定へ向けて検討を進めると

ともに，令和７（２０２５）年開催のデフリンピックへ向けて

市民への普及啓発を図る。 

 

  



４２ 

事業名 障害者差別解消法の普及啓発 

担当課 障害福祉課 

概 要 ○ 共生社会の実現を目指し，各種イベントや研修会等を通じ

て，障害者差別解消法の概要や合理的配慮について，市民や

市内事業者に向けて普及啓発を行う。 

これまでの取組 市職員に対し，新人職員と全職員向けに，毎年度各１回研修

を実施している。 

市民向けには，出前講座メニューに設定し，一般企業等から

の研修依頼も，障害福祉課職員が出向いて実施している。 

また，調布市福祉人材育成センターのヘルパー養成研修等

で，障害者差別解消法について周知している。 

障害者差別解消支援地域協議会を年３回開催（障害者地域自

立支援協議会に含む。）し，障害者差別解消法関連の相談事例を

共有し，合理的配慮について学び，周知している。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，事業を実施するほか，イベント等での障害者差別

解消法の周知，個別相談の丁寧な対応を行い，物理的（ハード），

精神的（ソフト）の両面からの「社会的障壁」の除去による地

域の環境づくりを進める。 

パラハートちょうふの取組と連動しながら，共生社会の充実

を目指す。 

 

  



 

４３ 

事業名 精神保健福祉に関する普及啓発 

担当課 障害福祉課 

概 要 ○ こころの健康支援センターで定期的に精神保健福祉に関す

る講演会を開催する。 

これまでの取組 こころの健康支援センターにて，定期的に精神保健福祉に関

する講演会やセミナーを開催した。 

また，情報誌「ＣｏＣｏだより」を１,６００部発行（講演会

のある月は１,７００部）し，広く市民に情報提供することがで

きた。 

新型コロナウイルス感染症の影響により，講演会を会場受け

入れとネット配信というハイブリッド形式にしたため， 

１,０００人近い申し込みがあった。そのアクセス数も令和２

年度末で５０,０００回を超え，その後も増えている。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，福祉分野と保健分野が連携し，市民のこころの健

康づくりや精神疾患及び精神障害者に対する理解を深めるた

め，研修や講演会を開催する。なお，開催に当たっては，オン

ライン開催等の新たな手法も取り入れ，より幅広い層への知識

や情報の提供に努める。 

 

  



４４ 

事業名 ヘルプカード・ヘルプマークの普及啓発 

担当課 障害福祉課 

概 要 ○ 必要な支援や配慮を周囲の方へお願いするためのヘルプマ

ークが掲載されたヘルプカードを市で作成し配布する。ま

た，東京都で作成するヘルプマークの普及啓発を図る。 

これまでの取組 障害福祉課窓口にて新規障害者手帳交付者等を対象にヘル

プカードの配布を行った。 

【ヘルプカード配布数】 

平成３０年度 ３６８人   令和３年度 ３８５人 

令和元年度  ２２５人   令和４年度 ４７９人 

令和２年度  ３４３人 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

ヘルプカードの配布と普及啓発を継続するとともに，ヘルプ

カードの内容等の見直しの必要性について検討を行う。 

 

事業名 文化芸術の振興を通じたパラハートちょうふの普及啓発 

担当課 文化生涯学習課 

概 要 ○ 市内の福祉作業所や特例子会社等で制作されたアート作品

を展示する「パラアート展」を開催し，障害者の文化芸術の

振興及び展示を通じた障害理解の促進を図る。 

○ また，パラアート展を核として，多様な主体との連携，共創

により，取組を効果的に発信することで「パラハートちょう

ふ」の理念の一層の推進を図る。 

これまでの取組 東京２０２０大会の開催を契機に，障害者のスポーツのみな

らず，文化芸術の発展につなげるため，平成２９年度から，市

内の福祉作業所や特例子会社等で制作されたアート作品を展

示する「調布市パラアート展」を開催している。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

パラアート展を核として，福祉団体はもとより，民間事業者

や文化・コミュニティ振興財団など多様な主体との連携の下，

文化芸術の振興による共生社会の充実に向けた取組を実施す

る。 

 

  



 

４５ 

事業名 パラスポーツの普及啓発 

担当課 スポーツ振興課 

概 要 ○ ドッヂビー等のニュースポーツ（＊５）に加え，パラリンピ

ック競技であるボッチャを小学校授業内での指導やスポー

ツイベントを通じて普及啓発を行う。 

○ 「調布市障害者スポーツの振興における協議体」における

取組を引き続き実施し，当事者及び関係者の支援や障害者

の運動機会を創出する。 

○ 東京都パラスポーツトレーニングセンターでのパラスポー

ツ普及啓発に資する取組について周知を図るとともに，同

センターと連携した取組についても検討する。 

○ 武蔵野の森総合スポーツプラザや日本車いすバスケットボ

ール連盟との連携事業，スポ育®（日本ブラインドサッカー

協会との連携事業）などのパラ教育，障害者スポーツ体験

会，東京都市町村ボッチャ大会を継続して実施し，パラスポ

ーツの普及・啓発を図る。 

これまでの取組 【小学校授業内でのボッチャ指導（スポーツ推進委員会）】 

・平成３０年度 ２回 

・令和元年度  １回 

・令和２年度  １回 

・令和３年度  ３回 

・令和４年度  ４回 

【障害者スポーツ体験会の実施（スポーツ振興課）】 

・平成３０年度 ２０４人参加 

・令和元年度  １６９人参加 

・令和２年度 新型コロナウイルスの影響により中止 

・令和３年度  １３４人参加 

・令和４年度  ３００人参加 

【障がいのある人もない人もみんなで楽しもう！交流会】 

※令和４年度～「パラスポーツ・ボッチャ 調布市交流会」 

・平成３０年度 １８０人参加 

・令和元年度  ２８１人参加 

 
＊５ ニュースポーツ…触れ合いと楽しみを追及する比較的新しいスポーツ種目の総称。 



４６ 

・令和２・３年度 新型コロナウイルスの影響により中止 

・令和４年度 ３６人参加 

【調布市障害者スポーツの振興における協議体】 

・令和元年度（設置） ３回 

・令和２年度     ２回・事業３回 

・令和３年度     １回・事業１回 

・令和４年度     ２回・事業６回 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

スポーツ協会や調和ＳＨＣ倶楽部，スポーツ推進委員をはじ

め，東京都や近隣自治体，東京都障害者スポーツ協会，障害者

スポーツの関連団体，また様々な競技団体やトップスポーツチ

ームなど，多様な主体との連携を図りながら，ニュースポーツ

の普及・啓発に加え，パラスポーツの振興を通じて共生社会の

充実を図る。 

 

  



 

４７ 

事業名 人権啓発事業 

担当課 市民相談課 

概 要 ○ 人権擁護委員と連携して各種啓発事業に取り組む。 

これまでの取組 ①子どもたちからの人権メッセージ発表会 

②人権の花運動 

③全国中学生人権作文コンテスト東京都大会 

④「多文化共生を目指して（ハートフルミニコンサート）」（オ

リ・パラ関連（令和３年度までの）時限事業） 

【各年度における参加校・参加者数】 

平成３０年度 ①３校 ②２校 ③１,５２７人 ④６５人 

令和元年度  ①３校 ②２校 ③１,５３５人 ④５４人 

令和２年度  ①中止 ②中止 ③中止     ④中止 

令和３年度  ①３校 ②２校 ③１,４９９人 ④中止 

令和４年度  ①３校 ②２校 ③１,６１１人  

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，人権尊重の思想の普及啓発など人権擁護活動を行

う人権擁護委員と連携・協力し，人権啓発のための各種事業の

推進に取り組む。 

 

事業名 小中学校での心のバリアフリー教育の推進 

担当課 指導室 

概 要 ○ 道徳の時間を要として，各学校における教育活動全体を通

じて行う道徳教育を実施する。 

○ オリンピック・パラリンピック教育における障害者理解教

育を推進する。 

○ 特別支援教育の充実を図る。 

これまでの取組 校内通級教室，特別支援学級の教員，特別支援教育コーディ

ネーター，スクールサポーター，特別支援教室専門員，特別支

援学級支援員対象の研修を実施した。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，事業を実施し，「共生社会を生きる」「多様性を認

める」「学校２０２０レガシー」を重視した教育活動を図る。 

また，特別支援教育の専門性向上推進，校内通級教室及び特

別支援学級の教員の資質向上のための研修の充実を図る。 

 



４８ 

事業名 地域防災力の向上 

担当課 総合防災安全課 

概 要 ○ 自治会や地区協議会，防災市民組織など地域における多様

な共助組織がそれぞれ有機的な連携を図ることによる災害

対応能力の向上や市民の防災意識の向上を図るため，防災

教育の日や総合水防訓練，総合防災訓練等の各種訓練を実

施するとともに，防災講演会，出前講座を実施している。 

○ 防災市民組織の育成及び充実を図ることで，市民の防災意

識啓発を図る。 

これまでの取組 【各種訓練】 

 防災教育の日の訓練，総合水防訓練，総合防災訓練・防災フ

ェア（※防災フェアは令和４年度から）を実施した。 

総合水防訓練，総合防災訓練とも，観覧席に手話通訳者を配

置して会場アナウンスの同時通訳を実施し，会場内に車椅子ト

イレを配置してバリアフリーにも配慮して実施した。 

地域で実施している防災訓練に市の避難所担当職員が参加

し，顔の見える関係づくりを行った。 

【出前講座実施回数】 

平成３０年度 ２６回   令和３年度 １６回 

令和元年度  ２２回   令和４年度 ２１回 

令和２年度  １６回 

【防災市民組織登録数】 

平成３０年度 １２４団体  令和３年度 １３９団体 

令和元年度  １３２団体  令和４年度 １４２団体 

令和２年度  １３６団体 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，各種訓練を実施するとともに，防災市民組織の活

動支援や出前講座の実施，防災フェアをとおして，市民の防災

意識啓発に努める。 

 

  



 

４９ 

事業名 カラーバリアフリー（＊６）の推進 

担当課 福祉総務課 

概 要 ○ 色による識別が困難な方への配慮として，カラーバリアフ

リーの普及・啓発を行う。 

これまでの取組 ホームページに色弱者の特性やカラーバリアフリーの必要

性を掲載した。 

併せて，先進自治体が作成した色遣い等のガイドラインを紹

介するとともに，出前講座を通じて市民に対してカラーバリア

フリーの普及・啓発を行った。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，ホームページ等を通じてカラーバリアフリーの普

及・啓発を行う。 

また，色弱者に対する職員の理解を深めるための周知を行っ

ていく。 

 

  

 
＊６ カラーバリアフリー…色覚異常，白内障，緑内障など，色による識別が困難な方にも情報

がきちんと伝わるよう，色使いに配慮すること。色だけに頼らなくともわかるような形で違

いを表現するなどの工夫も含む。 



５０ 

事業名 
ユニバーサルデザインの視点でのタウンウォッチングセミナ

ー事業 

担当課 人事課 

概 要 ○ 視力や自力での歩行が不自由な方の模擬体験として，職員

が車いす乗車やアイマスク装着をし，市内を歩くほか，公共

施設を見学するもの。その後，公共機関の設備等の利便性，

安全性，まちづくりのあり方について利用者の視点に立っ

た検証を行い，行政サービスにおける様々な立場の方への

配慮に対する意識の醸成を図る。 

これまでの取組 調布市社会福祉協議会市民活動支援センターから講師を派

遣し，アイマスク・車いす乗車，色弱メガネや視野狭窄メガネ

等体験を実施した。また，講師の体験談を聞き，グループ討議

を行った。 

・平成３０年度 受講者数 ４９人 

・令和元年度  受講者数 ２８人 

・令和２年度  中止 

・令和３年度  中止 

・令和４年度  受講者数 ４０人 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，車いす乗車・アイマスク装着等による福祉模擬体

験（市内の公共施設等の利用等），ガイド体験等を実施し，共生

社会の充実を担う職員の育成に取り組む。 

 



 

５１ 

Ⅱ 誰でもスムーズに情報を受取ることができるまちづ

くりの推進 

Ⅱ－１ 障害者・外国人等への情報提供体制の整備 

 

取組方針 

情報の入手が困難な方でも必要な情報を入手できるよう，福

祉サービスや生活情報をまとめた冊子の定期発行とともに，障

害に応じたコミュニケーション支援の実施，図書館サービスの

充実を図ります。 

 

事業名 「障害者福祉のしおり」の作成 

担当課 障害福祉課 

概 要 ○ 障害児・者に関する諸制度，利用案内等を冊子にまとめ，窓

口で配布する。 

これまでの取組 毎年記載内容の見直しを行い，誰もが見やすいしおりの作成

に努めた。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

誰にとってもわかりやすい「障害者福祉のしおり」の作成に

努め，他市の事例も参考にデザイン等の改善を進める。 

 

 

◎障害者団体等のご意見に回答します。 

  

障害者や家族が，どのような相談やサービスを受けられるのかがわかりにく

いので，相談やサービスの情報をわかりやすく周知・普及してほしいです。 

 

「障害者福祉のしおり」を年に１回改訂し，作成しています。障害福祉サービ

ス関連の内容を１冊にまとめて，障害福祉課窓口で配布しています。 

 

 

 

  



５２ 

事業名 コミュニケーションの支援事業 

担当課 障害福祉課 

概 要 ○ 聴覚障害者等に対して，手話通訳者や要約筆記者を派遣し，

コミュニケーション手段を確保することで，聴覚障害者等

の自立及び社会参加の促進を図る。 

○ 障害福祉課の窓口には手話通訳者（非常勤特別職）を配置

し，市役所に来庁する聴覚障害者等の手続，相談等の支援を

行う。 

これまでの取組 手話通訳者及び要約筆記者の派遣を行った。 

令和４年度より，新たに市の会議・イベントや団体への斡旋

手話通訳派遣事業を社会福祉協議会へ委託し，広く手話通訳者

を派遣できる体制を整備した。 

【派遣実績】 

令和３年度 手話通訳者６３９件，要約筆記者１６件 

令和４年度 手話通訳者６０８件，要約筆記者 ４件 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

今後も障害福祉課の窓口における手話通訳者の配置や，手話

通訳者・要約筆記者の派遣を継続するほか，従事者を対象とし

た研修会を開催するなど，従事者のスキルアップを図る。 

 

事業名 外国人のための調布市暮らしのガイドの発行 

担当課 文化生涯学習課 

概 要 ○ 在住外国人が日常生活において必要としている基本的情報

や，行政として認識しておいていただきたい情報をやさし

い日本語及び多言語でまとめた冊子で提供する。 

これまでの取組 これまでの外国語版生活便利帳の見直し及び掲載内容を検

討し，他市区町村が発行している便利帳についての調査を行

い，令和５年２月に「外国人のための調布市暮らしのガイド」

を発行し，配布及び周知に努めている。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，「外国人のための調布市暮らしのガイド」の見直し

及び掲載内容を検討する。 

また，他市区町村が発行している便利帳についても調査を行

い，ニーズに合った利便性の高い便利帳を作成する。 

 



 

５３ 

事業名 通訳・翻訳事業 

担当課 文化生涯学習課 

概 要 ○ 市内の公共的団体のほか，外国人市民個人からの依頼に対

応し，文書の翻訳サービスや通訳派遣を行い，日本語が不自

由な外国人を支援する。 

これまでの取組 日本語が不自由なために行政手続が行えない外国人からの

依頼を受け，通訳ボランティアの派遣や文書の翻訳を行った。 

令和２年度 通訳派遣２７件，翻訳２４件 

令和３年度 通訳派遣２３件，翻訳１６件 

令和４年度 通訳派遣３６件，翻訳２３件 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 
事業継続し，情報のバリアフリー化に努める。 

 

事業名 図書館の利用支援サービス 

担当課 図書館 

概 要 ○ 図書館を利用するうえでの障害を取り除き，公平な図書館

サービスをあらゆる市民が受けられるようにすることを目

的とする。 

○ 視覚障害者及び文字からの情報を得ることが困難な人に

は，資料の音訳・点訳サービスなどにより，利用者が必要と

する形式へ変換して提供する。 

○ 来館が困難な人には宅配サービスを実施する。 

○ 障害のある子どもたちには布の絵本やマルチメディアＤＡ

ＩＳＹ（＊７）の貸出し等を行う。 

○ あわせてその業務に携わる協力者（市民）に対し，音訳・点

訳・布の絵本製作に関する養成講座を実施する。 

これまでの取組 録音図書の作成・貸出し・デジタル化，対面朗読，資料の点

訳，布の絵本・遊具の作成と貸出し，大活字本の収集・貸出し，

来館困難者への宅配とＰＲ，録音図書等の各種目録の作成と配

布，読書とその周辺情報提供のための「オカリナ通信」発行，

市全体の業務に関わる資料提供（市報ちょうふ，ごみリサイク

 
＊７ マルチメディアＤＡＩＳＹ…音声，テキスト，画像を同期して再生できるデジタル図書の

こと。視覚障害者や，活字による読書が困難な方などに有効である。 



５４ 

ルカレンダー等の点訳や音訳）の実施，マルチメディアＤＡＩ

ＳＹの収集・貸出し・作成及びＰＲ，ブックシャワー（布の絵

本等の清浄用具）の導入，音訳者養成講座，点訳者養成講座，

布の絵本製作者養成講座の実施を行った。 

図書館ホームページへのアクセシビリティ配慮，図書館発行

物について読みやすい字体の採用とマルチメディアＤＡＩＳ

Ｙ化の着手を進めた。 

【令和４年度末時点】 

ＤＡＩＳＹ図書所蔵タイトル数：３,５６３タイトル 

大活字本所蔵冊数：６,１５６冊 

布の絵本所蔵冊数：４３０点 

マルチメディアＤＡＩＳＹ所蔵タイトル数：３４７タイトル 

利用支援サービス利用者数：２５８人 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

今後も，図書館を利用するうえでの障害を取り除き，公平な

図書館サービスをあらゆる市民が受けられるようにするため

に，従来行ってきたサービスを充実させるとともに，そのＰＲ

に努め，新たに出現する課題にも取り組んでいく。 

感染症対策を講じながら，利用者・協力者との連携や意思疎

通をより密にしていく。 

 【従来からのサービスの継続】 

 ・録音図書の作成・貸出し・デジタル化，対面朗読 

 ・資料や生活情報の点訳・提供 

 ・布の絵本・遊具の作成・貸出し 

 ・大活字本の収集・貸出し 

 ・来館困難者への宅配 

 ・マルチメディアＤＡＩＳＹの収集・貸出し 

 ・各種養成講座の開催・協力者の養成 

 ・各サービスのＰＲ 

 【サービスの拡充】 

 ・予定されている分館の改修や移転新築に際し，バリアフリ

ー化の視点から設計等を確認する 

 ・聴覚障害児（者）への手話おはなし会等読書支援 

 ・マルチメディアＤＡＩＳＹのさらなる普及・促進 

 ・電子機器の進展等による新技術・システムに対応できるよ

う，よりアクセシブルなデータ構築を行う 

 ・わかりやすい利用案内や表示の作成 



 

５５ 

Ⅱ－２ まちなかの公共サイン等の充実 

 

取組方針 

誰もがまちなかをわかりやすく安心して歩けるよう，ユニバ

ーサルデザインに配慮した標識の維持管理と，わかりやすい公

共サインの設置を進めます。 

 

事業名 観光案内誘導標識の維持管理・設置 

担当課 産業振興課 

概 要 ○ 調布八景をはじめ市内の観光スポットや観光ルートを案内

する案内誘導標識の維持管理等を行う。 

○ 主な内容は，既存の観光案内誘導標識の維持管理や新たな

観光案内誘導標識の設置を行う。 

これまでの取組 市内の観光スポットや観光ルートを案内する，観光案内誘導

標識の更新を計８件行った。 

【実績】 

平成３０年度 ３件 

令和２年度  ４件  

令和３年度  １件 

令和４年度  ０件 

令和５年度  ０件 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

市内各所にある案内誘導標識の更新を適宜実施し，誰にでも

わかりやすいユニバーサルデザインに配慮した観光案内誘導

標識の維持管理に引き続き努める。 

 

 

◎障害者団体等のご意見に回答します。 

  

工事現場の誘導員，ガードマンなどが障害者の手助け方法を知っていると良い。 

 

市の発注工事において，工事を受注した業者に指導します。 

 

  



５６ 

事業名 公共サイン計画の検討・運用 

担当課 都市計画課 

概 要 ○ ピクトグラム（＊８）などを使用し，高齢者や障害者，子ど

も，外国人など，誰もが容易に認識，理解できる，視認性の

良い地図面を作成するとともに，車いすの利用者からも見

やすい公共サインを設置する。 

これまでの取組 東京２０２０大会の開催に伴い，多くの国内外観光客が飛田

給駅と味の素スタジアム周辺を訪れる機会と捉え，大会会場周

辺となる飛田給駅，西調布駅周辺の公共サインの整備を実施し

た。 

西調布駅北口から天文台通りにかけて，東京都と連携し５基

の歩行者用観光案内標識を設置した。 

飛田給駅周辺の東京国体時に設置した案内・誘導サインの全

ての盤面を更新するとともに，飛田給駅北口広場とスタジアム

通り市境に２基の歩行者用観光案内標識を設置した。  

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

「調布市中心市街地公共サイン整備計画（調布駅／第２期）」

に則り，駅前広場・鉄道敷地上部の整備状況に合わせ，順次公

共サインの設置を行う。 

京王多摩川駅周辺地区のまちづくりの進捗に合わせ，「調布

市京王多摩川駅周辺公共サイン整備計画」の策定を行うととも

に，順次公共サインの設置を行う。 

 

 
＊８ ピクトグラム…一目でその表現内容がわかるよう，絵文字による表現をした記号のこと。 



 

５７ 

Ⅱ－３ 多様な方法による情報提供の充実 

 

取組方針 

市民の暮らしを支える情報を誰もが必要なときに入手できる

よう，市民のニーズに応える情報を，ホームページ，ＳＮＳ，市

報，ケーブルテレビ，コミュニティＦＭ等の多様な方法を活用し

て提供します。 

 

事業名 市ホームページの運用 

担当課 広報課 

概 要 ○ 高齢者や障害者を含めて，誰もがホームページ等で提供さ

れる情報や機能を支障なく利用できるよう，ウェブアクセ

シビリティ（＊９）に配慮した運用を行う。 

これまでの取組 高齢者や障害者を含めて，誰もがホームページで提供される

情報や機能を支障なく利用できるようウェブアクセシビリテ

ィに配慮した運用を行っている。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

ホームページリニューアルにより，高齢者や障害者を含め

て，誰もがホームページ等で提供される情報や機能を支障なく

利用できるよう，ウェブアクセシビリティに配慮した運用を行

う。 

ウェブアクセシビリティに関する日本工業規格 適合レベ

ルＡＡに準拠した運用を行っていく。 

 

 

◎障害者団体等のご意見に回答します。 

  

情報が多過ぎてわからない。ホームページで手軽に欲しい情報を入手できる

仕組みが必要と思います。 

市ホームページの運用において，できる限り，わかりやすい情報提供を  

心掛けていきます。 

 

 
＊９ ウェブアクセシビリティ…高齢者や障害者を含めて，誰もがホームページ等のウェブ環境

で提供される情報や機能を支障なく利用できること。 



５８ 

事業名 多様なメディアの活用（Ｘ（旧ツイッター）やフェイスブック他） 

担当課 広報課 

概 要 ○ Ｘ（旧ツイッター）を活用して，災害・防災関連情報やイベ

ント情報等を発信する。 

○ フェイスブックを活用して，市政情報や調布のまちの魅力

を発信する。   

これまでの取組 Ｘ（旧ツイッター）やフェイスブックなどの多様なメディア

により，新型コロナウイルス感染症情報・災害・防災関連情報，

市政情報やまちの魅力を発信した。 

また，より幅広い対象へ発信するため，令和元年度にはイン

スタグラムを，令和３年度にはＬＩＮＥの運用を開始した。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

Ｘ（旧ツイッター）・ＬＩＮＥを活用して，災害・防災関連情

報やイベント情報等を発信する。 

フェイスブック・インスタグラムを活用して，市政情報や調

布のまちの魅力を発信する。 

 

  



 

５９ 

事業名 市報等の発行 

担当課 広報課 

概 要 ○ 視覚障害者等のために，紙面以外の方法でお届けする。 

○ 声の広報：市報の内容を抜粋してカセットテープに音声録

音し，希望者に郵送配付する。 

○ 市報ちょうふテキストデータのホームページ掲載：パソコ

ンの音声読み上げソフトを活用し，市政情報を入手しても

らうため，市報ちょうふのテキストデータを市のホームペ

ージに掲載する。 

○ 市報ちょうふテキストデータのメール送信：パソコンの音

声読み上げソフトを活用し，市政情報を入手してもらうた

め，希望者に，市報ちょうふのテキストデータをメールで送

信する。 

これまでの取組 視覚障害者のために市民活動団体との協働により，市報の内

容をカセットテープに音声で録音し，希望者へ送付した。 

また，パソコンの音声読み上げソフトを活用し，市政情報を

入手してもらうため，市報ちょうふテキストデータを市のホー

ムページに掲載するとともに，希望者に対してテキストデータ

を送信した。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

毎月５日・２０日に発行する市報を視覚障害者等のために，

紙面以外の方法でお届けする。 

声の広報：市報の内容を抜粋してカセットテープに音声録音

し，希望者に郵送配付する。 

市報ちょうふテキストデータのホームページ掲載：パソコン

の音声読み上げソフトを活用し，市政情報を入手してもらうた

め，市報ちょうふのテキストデータを市のホームページに掲載

する。 

市報ちょうふテキストデータのメール送信：パソコンの音声

読み上げソフトを活用し，市政情報を入手してもらうため，希

望者に，市報ちょうふのテキストデータをメールで送信する。 

 

  



６０ 

事業名 広報番組の制作 

担当課 広報課 

概 要 ○ ケーブルテレビやコミュニティＦＭを活用し，映像や音声

で市政情報をお届けする。 

○ テレビ広報ちょうふ（ケーブルテレビ（Ｊ：ＣＯＭ））：映像

で市政情報をお伝えする。文字情報も活用し，聴覚に障害の

ある方にもわかるよう工夫する。 

○ 調布市ほっとインフォメーション（調布ＦＭ（８３.８ＭＨ

ｚ））：音声で市政情報をお伝えする。 

これまでの取組 テレビ広報ちょうふでは，地上波で放送するとともに，Ｊ：

ＣＯＭ非加入の世帯もいることからＹｏｕＴｕｂｅでの動画

配信を行った。 

またコミュニティＦＭでは，ほっとインフォメーションやス

ポットＣＭを活用して，市政情報の発信を行った。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

視聴者で契約が必要であるため，ケールテレビに加えてＹｏ

ｕＴｕｂｅを活用して動画での情報発信を行うことで，市内外

を問わず市の魅力を伝える。 

また，市長の年頭あいさつなどには，ＹｏｕＴｕｂｅ上に字

幕を表示するほか，可能な限りテロップを表示することで聴覚

障害者にもわかりやすい番組制作を行う。 

 

  



 

６１ 

事業名 妊娠出産に関する情報提供 

担当課 健康推進課 

概 要 ○ 全ての妊婦を対象に「ゆりかご調布面接」を実施。妊娠届出

をした妊婦に保健師等専門職が面接し，出産・子育てに関す

る相談や情報提供を行い，不安の軽減を図る。 

○ 出産後の産婦と子を対象とする「産後ケア事業」を実施。産

婦の心身のケアや育児相談を行う。 

○ 令和５年２月開始した「ようこそ調布っ子サポート事業」で

は，妊娠８か月の妊婦に対しアンケートを実施，必要な方へ

面接等を通じて妊娠後期から出産後の相談や情報提供を行

う。 

これまでの取組 「ゆりかご調布面接」では，面接時に妊婦の状況に応じて翻

訳機を活用した。令和３年３月からはインターネットによる面

接予約及びオンライン面接をはじめ，令和５年２月から「妊娠

届出」について「ぴったりサービス」による手続を開始した。 

産後ケア事業では，妊娠届出時の申請以外に，郵送での手続

が可能であることを周知した。「ようこそ調布っ子サポート事

業」の妊婦に対するアンケートの案内はＳＭＳサービスを使用

し，回答はインターネットによるアンケートフォームを活用し

た。 

【ゆりかご調布面接数】※（ ）はオンライン面接 

平成３０年度 ２,００７件 

令和元年度  ２,００７件 

令和２年度  １,９３０件（３件） 

令和３年度  １,７４６件（５１件） 

令和４年度  １,７４７件（７５件） 

【産後ケア事業】 

利用者数   利用者数（延べ） 

平成３０年度 １１５人   ２７８人 

令和元年度  １１０人   ２７８人 

令和２年度  １２７人   ２８５人 

令和３年度  １５２人   ３０４人 

令和４年度  ４６７人   ８９９人 

 



６２ 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

「ゆりかご調布面接」では対面のほか，オンラインでの面接

を継続し，妊娠期から子育てにわたる相談や情報提供をしてい

く。 

「ようこそ調布っ子サポート事業」における妊娠８か月の妊

婦に対するアンケートも継続し，妊娠後期から産後の相談や不

安等に対応していく。 

産後ケアについては，サービスの継続及び安全な運用を心掛

け，関係機関との連携を行っていく。 

 

事業名 子育てに関する情報提供 

担当課 子ども政策課 

概 要 ○ 子育て支援施策の周知充実のため，子育て支援情報誌の作

成・発行を行う。 

これまでの取組 子育て支援情報誌（元気に育て！！調布っ子）の発行に当た

っては，子どもと子育てに関連する庁内部署及び庁外関係機関

の情報を可能な限り収集して掲載し，様々な子育て情報を提供

できるよう努めた。 

また，毎年度，掲載内容を確認し，最新情報を提供するよう

努め，広告を掲載することで，広告料収入による財源を確保し

ている。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

継続して，子どもと子育てに関連する情報を可能な限り収集

して，子育て支援情報誌の発行を行う。 

 

 

◎障害者団体等のご意見に回答します。 

  

キッズスペースや授乳室のある美容室があると助かります。 

 

調布子育て応援サイト「コサイト」運営のWEB版赤ちゃんおでかけ安心マッ

プに，子連れ歓迎の美容室を掲載しており，子育て支援情報誌にそのＱＲコー

ド等を掲載しています。引き続き，子育てに関する情報提供に努めます。 

  



 

６３ 

事業名 利用者支援事業 

担当課 子ども政策課 

概 要 ○ 妊婦や子育て家庭からの相談を受け付け，子育て支援サー

ビス等の利用につなげ，必要に応じて関係機関との連絡調

整を行う。 

これまでの取組 妊婦や子育て家庭からの相談を受け付け，子育て支援サービ

ス等の利用につなげ，必要に応じて関係機関との連絡調整を行

った。 

また，令和３年１０月から，市内在住の妊婦，１８歳未満の

子どものいる家庭，子ども本人を対象とした「すこやかオンラ

イン相談」を開始した。 

妊娠期から産前産後，乳児期から１８歳未満の子どものいる

家庭全般にわたる子育て相談窓口となっており，外出するのが

難しい，忙しくて来所できない方等に対して，顔が見える状況

で相談できる体制を整備し，必要な支援につなげている。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，妊婦や子育て家庭からの相談を電話，対面，オン

ライン，メールなどで受け付け，子育て支援サービス等の利用

につなげ，必要に応じて関係機関との連絡調整を行う。 

 

事業名 調布市住まいのサポートガイドブックの発行 

担当課 住宅課 

概 要 ○ 各課で実施している住まいの支援策について，一括した案

内冊子を提供し，市民に対し効率的に住宅支援策を周知す

る。 

これまでの取組 住まいのサポートガイドブックを毎年発行し，窓口配架及び

関係各課に配布した。 

市のホームページに掲載し，住まいの支援策の周知に努めて

いる。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

毎年，ガイドブックの発行を継続するとともに，関係各課と

の連携を強化し，市民へのさらなる住宅支援策の周知を図って

いく。 

 



６４ 

Ⅲ 誰もが移動・社会参加しやすいまちづくりの推進 

Ⅲ－１ 移動支援の充実 

 

取組方針 

誰もが安全で快適に移動し，外出ができるよう，高齢者，障害

者等のニーズや状況等を踏まえて，移動支援に関する取組の充

実を図ります。 

 

事業名 車椅子福祉タクシー 

担当課 障害福祉課 

概 要 ○ 車椅子・ストレッチャーのまま利用できるタクシーを市が

事業者に委託し，迎車予約料金・車椅子（ストレッチャー）

使用料・介護人（１時間まで）の料金が無料で利用できる。 

これまでの取組 契約事業者数を維持し，サービスの低下につながらないよう

努めるとともに，調布市福祉タクシー券のあり方検討委員会に

おいて，制度の今後のあり方について協議を行った。 

令和３年度から新たに利用登録証を創設し，対象者を明確化

した。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

検討委員会における協議結果を踏まえ，利用者の利便性向上

につながる取組を推進する。 

 

  



 

６５ 

事業名 心身障害者交通手当 

担当課 障害福祉課 

概 要 ○ 心身障害者の交通機関を利用した移動の促進を図ること

で，もって福祉の増進に寄与することを目的として支給す

る。 

○ 対象者から申請を受け，障害等級に応じた金額を支給する。 

・身体障害１・２級（聴覚障害者を除く），知的障害１・２

度，精神障害１級 ３０,０００円（年額） 

・内部・下肢・体幹機能障害３級 １５,０００円（年額） 

これまでの取組 令和５年度までは福祉タクシー券を対象者に交付していた。 

調布市福祉タクシー券のあり方検討委員会における協議を

踏まえ，対象者に精神障害者保健福祉手帳１級所持者を追加

するとともに，幅広い交通手段に対応できるよう福祉タクシ

ー券事業とガソリン費助成事業を見直し，手当として一本化

した。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

対象者への周知を徹底し，障害者の福祉増進と社会参加の促

進に寄与する。 

 

 

◎障害者団体等のご意見に回答します。 

  

継続的な通院にタクシーを利用せざるを得ないため，タクシー券を望みます。 

 

令和４年度まで開催した調布市福祉タクシー券のあり方検討委員会の検討

結果を踏まえ，制度の改善を図っていきます。 

 

  



６６ 

事業名 移動支援費支給事業 

担当課 障害福祉課 

概 要 ○ 公的機関や医療機関など社会生活上必要な施設への外出

や，余暇活動・社会参加促進のため，外出する場合にガイド

ヘルパーを派遣することで障害児・者の外出を支援する。 

これまでの取組 利用者からの相談・申請に対応し，サービスの支給決定を行

った。 

令和２年度から一定条件のもと特別支援学級に在籍する児

童に対し，通学の支援としての利用要件を拡充した。 

事業者に対する適切な報酬確保のため，令和４年度から，支

援費の引き上げを行った。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

障害があるため社会生活上必要な外出が難しい方を支援す

るため，障害者（児）のニーズに対応しながら，支援を継続す

る。 

従事者（ガイドヘルパー）の養成と専門性の向上のため，調

布市福祉人材育成センターにおける研修事業を充実させ，ガイ

ドヘルパーの充実を図る。 

 

  



 

６７ 

事業名 障害福祉サービスによる外出支援（行動援護，同行援護） 

担当課 障害福祉課 

概 要 ○ 障害者総合支援法に基づくサービスで，ヘルパーが外出等

に必要な支援を行う。市で利用相談や支給決定を行う。 

○ 行動援護：知的障害・精神障害で行動に著しい困難のある人

が行動するときに，危険を回避するために必要な支援，外出

支援を行う。 

○ 同行援護：視覚障害の人の移動時（外出）に，視覚的情報（代

筆・代読）の支援や移動の援護，排せつ・食事等の介護を行

う。 

これまでの取組 利用者からの相談・申請に対応し，サービスの支給決定を行

った。 

調布市福祉人材育成センターにおいて，従事者養成研修を実

施した。 

【受講実績】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

同行援護 （中止） ３１人 ３２人 

行動援護 ２４人 ２３人 １６人 
 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，サービスの周知に努め，障害児・者が抱える環境

や身体状況を考慮し，個々のニーズに対応し，地域社会との積

極的な関わりを後押しできるよう，支援を行うとともに，従事

者の養成によるサービス提供体制の整備に努める。 

 

 

 

  



６８ 

事業名 多摩地域福祉有償運送運営協議会への参画 

担当課 福祉総務課 

概 要 ○ 一人で公共交通機関を利用することが困難な方を対象に，

有償でドア・ツー・ドアの個別輸送を行うＮＰＯ法人等の事

業者に対し，多摩地域福祉有償運送運営協議会への登録や

更新に関する事務手続を行っている。 

○ 多摩地域福祉有償運送運営協議会では，福祉有償運送事業

を行う際の安全確保及び旅客利益の確保等について様々な

協議を行い，旅客利便性の向上に取り組んでいる。 

これまでの取組  福祉ニーズが多様化する中で，移動制約者の福祉輸送サービ

スに対するニーズが増加し，また多様化してきていることか

ら，公共交通機関を利用することが困難な人々の移動手段を確

保するために，多摩地域福祉有償運送運営協議会の登録や更新

等の申請を行う際に，対象団体の申請内容の確認等を行うとと

もに，要件に該当する事業者に補助金を交付した。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

多摩地域福祉有償運送運営協議会の構成市町村と連携する

ことにより，引き続き取組を継続していく。 

 

  



 

６９ 

事業名 ミニバスの運行 

担当課 交通対策課 

概 要 ○ 公共交通不便地域の解消と高齢者等の社会参加の促進を図

るため，平成１２年３月からミニバス西・東・北路線を順次

開設した。バス事業者への運行支援として西路線に運行事

業補助金を交付している。 

○ 引き続き，路線バスを含めた公共交通が利用しやすい環境

の整備を推進する。 

これまでの取組 ミニバス西路線については，令和３年１月と３月に利用者懇

談会を開催し，新型コロナウイルス等を踏まえた運行等の協議

や検討状況の報告・意見交換を実施した。 

ミニバス北路線については，令和２年１１月のダイヤ改正に

より上ノ原小学校以北が大幅減便となった。これを受け，地域

の方と代替手段を検討し，深大寺北町，深大寺東町を中心とし

た巡回公共交通の実証実験を実施。また，巡回交通の実証実験

の結果を踏まえ，新たな交通手段の実証実験として，デマンド

型公共交通の実施を検討した。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

ミニバスを含め，地域住民の生活に必要な公共交通の維持に

向けた地域公共交通計画を策定し，実現に向けて取り組む。 

 



７０ 

Ⅲ－２ 多様な人の社会参加の推進 

 

取組方針 

誰もがいきいきと生活できるよう，障害児・者や高齢者の就労

と日中活動の支援とともに，医療的ケアを含む重症心身障害者

や重度知的障害者も受け入れ可能な新たな福祉施設の開設等を

進めます。 

 

事業名 障害者就労支援事業 

担当課 障害福祉課 

概 要 ○ 障害者が一般就労し，安心して働き続けることができるよ

う，身近な地域において就労面及び生活面の支援を一体的

に提供し障害者の就労の促進を図る。 

・障害者地域生活・就労支援センターちょうふだぞう（主に

身体障害者，知的障害者） 

・調布市こころの健康支援センター就労支援室ライズ（主に

精神障害者，発達障害者） 

これまでの取組 障害者の一般就労及び安心した職場定着を促進するために，

支援内容を充実させながら事業を実施した。 

【実績】（ちょうふだぞう及びライズ合算） 

利用登録者数   延べ支援数 

 令和２年度  ４８１人   １９,６７７件 

 令和３年度  ５４３人   ２０,２９７件 

 令和４年度  ５５８人   １９,３４５件 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

就労や生活面等，多様な障害特性に応じた支援の提供を進め

る。 

また，就労後のバックアップ支援を強化することで，安心し

て同じ職場に長く定着できるよう対応していく。 

 

  



 

７１ 

事業名 障害者等雇用事業 

担当課 障害福祉課 

概 要 ○ 市役所等において障害者に対して就業の機会を設け，社会

的自立の促進や労働意欲の向上を図ることで，障害者福祉

の増進を図る。 

これまでの取組 市役所等において，障害者の就労の場の提供を行った。 

【実績】 

雇用者数 

 令和２年度 ３人 

 令和３年度 ２人 

 令和４年度 ４人 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 
引き続き，障害者の就労の場の提供を続けていく。 

 

 

◎障害者団体等のご意見に回答します。 

  

障害の種類や程度によって適した働き方が異なるため，本人の希望や能力に

合わせて，多様な就労機会があることを望みます。 

 

障害者が一般就労し，安心して働き続けることができるよう，身近な地域

において就労面及び生活面の支援を行う就労支援事業を継続します。 

 

 

 

  



７２ 

事業名 日中一時支援費支給事業 

担当課 障害福祉課 

概 要 ○ 見守り支援を必要とする障害者を一時的に預けた場合に要

した費用を支給することで，心身障害者福祉の増進を図る。

日中活動の場を提供し，見守り及び社会について適応する

ための日常的な訓練を行う。 

これまでの取組 令和元年１０月より事業者登録要件を拡大し，実施事業所の

拡充を図った。 

【利用実績】 

 令和２年度 １４２人 ２,９８９日 

 令和３年度 １１９人 ３,０４４日 

 令和４年度 １１６人 ２,７６８日 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

障害児の放課後等デイサービス利用終了後の延長支援，障害

者の平日夕方以降の過ごし方，障害児・者の休日の過ごし方等

への活用を想定し，事業所登録要件や支給額の見直しを含め，

事業のあり方を検討していく。 

医療的ケア児等の一時預かり，入所に対応した加算を創設に

ついて検討を進める。 

 

  



 

７３ 

事業名 障害者地域活動支援センター事業 

担当課 障害福祉課 

概 要 ○ 障害者への創作的活動や生産活動の機会の提供，地域との

交流促進，障害者への相談や助言，支援，関係機関との連絡

調整，ボランティア育成支援，障害者に対する理解促進のた

めの普及活動と啓発活動等を行うことで，障害者等が地域

において自立して日常生活又は社会生活を営むことができ

るよう支援し，その促進を図る。 

・障害者地域活動支援センタードルチェ（身体障害） 

・障害者地域生活・就労支援センターちょうふだぞう（知的

障害） 

・地域生活支援センター希望ヶ丘（精神障害） 

これまでの取組 障害者等が地域において自立して日常生活又は社会生活を

営むことができるよう支援した。 

【利用実績】 

 令和２年度 １１,３０９人 

 令和３年度 １４,８２０人 

 令和４年度 １７,０４２人 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

コロナ禍において，活動が縮小していた創作活動や生産活動

をコロナ禍以前に戻し，回数や利用者等を増加させる。 

障害者の日中活動の場を確保するだけではなく，相談や助言

といったきめ細かい生活支援に対する需要は増えており，ます

ます必要性は高まっている。今後も，地域の障害のある市民の

要望や意見に耳を傾けながら，実情に合わせて事業の拡充を図

る。 

 

  



７４ 

事業名 重度障害者の大学等修学支援事業 

担当課 障害福祉課 

概 要 ○ 重度障害者の大学等への修学に必要な身体介護等を提供す

ることで，障害者の社会参加及び大学等における重度障害

者の修学のために必要な支援体制の構築を促進する。 

これまでの取組 平成３０年度に新たに事業を開始し支援を行った。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，事業の周知に努め，支援の継続をするとともに，

利用促進を図る。 

 

事業名 障害福祉サービス等事業所開設費補助・運営費補助 

担当課 障害福祉課 

概 要 ○ 障害者総合支援法，児童福祉法に基づく通所サービスを行

う事業所に対して，新規開設費及び移転費，運営費の一部を

補助することにより，障害者の通所の場の充実を図る。 

①新規開設及び移転費の補助 

②施設運営費（賃借料）の補助 

これまでの取組 公募により市内のニーズに応じた補助対象事業者を選定し，

開設支援を行った。 

【開設費補助】 【運営費補助】 

 平成３０年度 ２箇所    ４２箇所 

 令和元年度  １箇所    ４３箇所 

 令和２年度  １箇所    ４５箇所 

 令和３年度  １箇所    ４５箇所 

 令和４年度  ０箇所    ４６箇所 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

障害児・者の日中活動の場の充実，拡大を図るために今後も

事業を継続する。 

 

 

 

 

 

 



 

７５ 

事業名 市立障害児・者施設（通所）の運営 

担当課 障害福祉課，子ども発達センター 

概 要 ○ 障害者総合支援法，児童福祉法に基づく通所サービスを運

営し，障害児・者の状況に応じた日中活動場所，社会参加の

機会を提供する。 

・希望の家（富士見町） 

・希望の家分場（入間町） 

・知的障害者援護施設そよかぜ（西町） 

・知的障害者援護施設すまいる（西町） 

・（仮称）ワークライフカレッジすとっく（国領町）※新規 

・デイセンターまなびや（西町） 

・（仮称）デイセンターまなびや国領（国領町）※新規 

・こころの健康支援センター自立訓練事業（布田） 

・総合福祉センター放課後等デイサービス（小島町） 

・子ども発達センター通園事業（西町） 

これまでの取組 不足している重症心身障害者の日中活動の場としての「（仮

称）デイセンターまなびや国領」及び通所による就労へ向けた

訓練を行う「（仮称）ワークライフカレッジすとっく」につい

て，令和６（２０２４）年４月の開設へ向けて施設整備の検討

を進めた。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

各施設の運営を継続する。新たに設置する「（仮称）デイセン

ターまなびや国領」及び「（仮称）ワークライフカレッジすとっ

く」については，関係機関と連携しながら運営の安定を図る。 

 

  



７６ 

事業名 調布基地跡地福祉施設（仮称）整備への参画 

担当課 障害福祉課 

概 要 ○ 都有地である西町の調布基地跡地において三鷹市が行う福

祉施設の整備に，府中市とともに参画する。 

○ 令和４年６月に三鷹市にて取りまとめられた「調布基地跡

地福祉施設（仮称）整備に係る基本プラン」（改訂版）をも

とに，以下のサービスを備えた「民設民営」方式による施設

整備を行う。 

重症心身障害者（医療的ケアを含む）対象 

生活介護 ２０人  短期入所 ６人 

 重度知的障害者（強度行動障害を含む）対象 

生活介護 ２０人  短期入所 ９人 

これまでの取組 三鷹市，府中市とともに事業内容等の検討を進め，施設整備

及び運営を行う事業者を公募のうえ決定した。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

令和５年度の事業者公募により，重症心身障害者向け施設と

重度知的障害者施設の２施設の運営事業者が選定された。 

 東京都，三鷹市，府中市，運営事業者と連携し，令和８   

（２０２６）年１月の開設，運営を目標に施設整備を進めると

ともに，開設後も安定した運営のための補助を行う。 

 

  



 

７７ 

事業名 作業所等経営ネットワーク支援 

担当課 障害福祉課 

概 要 ○ 市内の作業所等が共同して製品販路，受注先開拓，製品受注

及び製品開発等に取り組むネットワーク構築やその活動に

対して，補助を行う。 

これまでの取組 調布市福祉作業所等連絡会との協働で，調布市福祉作業所等

連絡会の情報誌「わくわ～く」を市内の関連施設に配布した。

それにより，市内の福祉作業所の仕事内容を広く周知した。 

また，市，府中市，多摩市の３市の福祉作業所等が集まって

自主製品を販売する即売会「ほっとハート」を調布駅前で実施

し，福祉作業所等の工賃水準の向上を図った。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

従来の共同事業や自主製品づくりを充実するとともに，作業

所の利用者の勤労意欲の向上を図りながら，工賃水準の引き上

げを目指すため，事業を継続する。 

 

事業名 障害者地域自立支援協議会 

担当課 障害福祉課 

概 要 ○ 地域の障害福祉に関する情報，調整，開発，教育，権利擁護，

評価機能などのネットワークやシステムづくりの中核的な

役割を果たすことを目的として障害者地域自立支援協議会

を運営する。 

○ 個別支援会議から，地域の課題を抽出し，情報を共有し，具

体的に協働する。地域の社会資源の開発や新しい施策につ

いての定期的な協議の場としても機能している。 

これまでの取組 障害児・者の地域生活における課題について検討を重ね，「調

布市障害者総合計画」の策定へ向けた意見具申としてまとめ，

施策への反映を行った。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

各ワーキングでの検討成果をもとに，市の事業や施策への反

映を進める。 

 

  



７８ 

 

 

◎障害者団体等のご意見に回答します。 

  

高次脳機能障害への理解を深め，社会復帰を支援することが必要です。 

 

高次脳機能障害者（児）とその家族等に対する相談支援を実施するととも

に，医療機関，就労支援センターその他の関係機関との連携を図り，高次脳機

能障害者への支援を促進していきます。 

 

 

 

事業名 シルバー人材センターの運営支援 

担当課 高齢者支援室 高齢福祉担当 

概 要 ○ 高齢者世代の知恵や技能を生かし，就労等の社会参加や生

きがいづくりの場を確保するため，調布市シルバー人材セ

ンターの運営を支援する。 

○ 平成２７年１０月よりはじまった派遣事業や，パソコン教

室，レンタサイクル，学習教室，英会話教室など調布市シル

バー人材センターの独自事業への支援をすることで高齢者

の雇用の促進を図り，活力ある地域社会をつくりだすこと

に貢献している。 

これまでの取組 事務局人件費等を対象に補助した。 

平成３０年度 ４７,０８１,０００円 

令和元年度  ４８,３５３,０００円 

令和２年度  ４９,３７２,０００円 

令和３年度  ４７,８１３,０００円 

令和４年度  ４７,７８６,０００円 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，センターの基本理念である「自主・自立」「共働・

共助」のもと，安定・継続して地域高齢者の就業機会の確保，

生きがいの創出，社会参加・貢献活動の促進等に取り組めるよ

う，組織運営を支援していく。 

  



 

７９ 

Ⅲ－３ 協働による地域づくり 

 

取組方針 

多様性が尊重され，誰もが安心して暮らし，地域活動をとおし

た社会参加の促進に向けて，市民との協働で行う地域づくりと

地域で活動する団体への支援を進めます。 

 

事業名 バリアフリーハンドブックの作成 

担当課 障害福祉課 

概 要 ○ 市民の外出時の利便性向上と地域における障害理解の促進

を目的としている。公共施設及び民間施設等のバリアフリ

ー状況の収集及び取りまとめを行い，冊子を作成する。 

これまでの取組 作成したハンドブックを配布した。 

４,０００部作成し，市役所での配布のほか，市内施設や掲載

施設等に配架依頼を行った。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

平成３０年３月の発行以降，情報の追加や更新が必要である

一方で，媒体が冊子であるという特性もあり，適宜の更新が実

施できていないため，既存のバリアフリーマップを提供してい

るアプリケーションを活用し，情報の追加及び更新を実施する

予定である。 

 

  



８０ 

事業名 社会を明るくする運動の推進 

担当課 福祉総務課 

概 要 ○ 法務省の主唱により，全ての国民が犯罪や非行の防止と罪

を犯した人たちの更生について理解を深め，それぞれの立

場において力を合わせ，犯罪や非行のない明るい社会を築

こうとする運動を推進する。 

これまでの取組 更生保護に関する理解促進のため，“社会を明るくする運動”

調布市推進委員会を組織し，各種事業に取り組んだ。 

具体的には，市内９駅における駅頭広報活動，中学生意見発

表会，中学生サッカー教室，作文コンテストの募集等を中心に，

ＦＣ東京の協力のもと東京スタジアムでの広報活動の実施や，

コロナ禍における取組として，福祉総務課窓口前に“社会を明

るくする運動”ＰＲコーナーを設置し，本運動の周知啓発を図

った。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

法務省が主唱する，「全ての国民が犯罪や非行の防止と罪を

犯した人たちの更生について理解を深め，それぞれの立場にお

いて力を合わせ，犯罪や非行のない明るい社会」を築くため，

引き続き，“社会を明るくする運動”調布市推進委員会を中心

に，様々な事業を実施する。 

 

 

  



 

８１ 

事業名 地域福祉活動団体への支援 

担当課 福祉総務課 

概 要 ○ 地域で高齢者福祉，障害者福祉，児童福祉等に関する活動を

行う民間の非営利団体の新たな取組や新規活動団体の立ち

上げに対する助成事業を行う。 

○ １団体につき，１年度当たり５０万円を上限として助成金

を交付。３年を限度とする。 

これまでの取組 地域で高齢者福祉，障害者福祉，児童福祉等に係る活動を行

っている団体に対して，福祉活動に係る情報の提供，人材の養

成，費用の助成などを行うことにより，地域福祉活動を支援し，

地域福祉の推進を図った。 

【地域福祉活動支援事業助成金交付実績】 

平成３０年度 ７団体 

令和元年度  ８団体 

令和２年度  ６団体 

令和３年度  ３団体 

令和４年度  ３団体 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，本事業の周知を図りながら，地域福祉の視点に立

って，これから活動を開始する団体の基盤づくり，又はすでに

活動を行っている団体の新たな取組を支援する。 

 

  



８２ 

事業名 ボランティアコーナーの運営支援 

担当課 福祉総務課 

概 要 ○ 市民の地域活動への自発的な参加を推進・支援するため，ボ

ランティアセンターを運営する調布市社会福祉協議会に補

助を行う。 

これまでの取組 地域住民の活動拠点として，地域福祉センター等にボランテ

ィアコーナーを設置し，ボランティア活動の活性化を図った。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，調布市社会福祉協議会へ補助を行い，ボランティ

アコーナーの運営，ボランティア，市民活動団体及び個人への

支援の充実を図るとともに，多様な市民活動を推進・支援して

いく。 

 

事業名 地区協議会の設立と支援 

担当課 協働推進課 

概 要 ○ 地域コミュニティの活性化を図り，誰もが地域活動に参加

でき連携を高められる基盤をつくるため，地区協議会の設

立・運営支援を行う。 

これまでの取組 令和元年８月に染地小学校区で，令和５年７月に柏野小学校

区で，地域の市民や団体をネットワークで結ぶ地区協議会が設

立された。また，地区協議会の運営を支援するため，それぞれ

の地区協議会に活動助成金を交付した。 

【地区協議会数】 

平成３０年 １６団体 

令和元年  １７団体 

令和２年  １７団体 

令和３年  １７団体 

令和４年  １７団体 

令和５年  １８団体 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

地域コミュニティの形成に向けて，それぞれの地域の主体性

を尊重しながら，地域の市民や団体をネットワークで結ぶ地区

協議会の全小学校区の設立を目指す。 

また，災害時等の緊急時における連携が図れるよう，地域の

情報共有に向けた，体制づくりを推進する。 

 



 

８３ 

事業名 市民活動支援センターの運営 

担当課 協働推進課 

概 要 ○ 様々な分野の市民活動やボランティア，ＮＰＯを含む自主

的な社会貢献活動などを総合的に支援するための拠点施設

として，市民活動支援センターを設置している。 

○ 市民活動の中間支援組織として，情報の収集・提供，各種相

談，啓発・交流事業等を実施し，活動と人を結びつけ，市民

活動の活性化を図るほか，各種団体と行政との協働の仕組

みづくりを進める。 

これまでの取組 市民活動の周知・活性化を図る調布まち活フェスタは，コロ

ナの影響で令和元年度は中止となったが，令和２年度と令和３

年度は実施方法を工夫しオンラインで実施し，令和４年度は４

年ぶりに現地開催した。 

また，市と市民活動支援センターと協働で地域人材養成講座

を実施することで，市民活動の活性化を図った。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

市民，地域が主体となったまちづくり活動の活性化を推進す

るため，市民活動における中間支援組織として，情報の収集・

提供，各種相談，啓発事業，交流事業等を実施し，ＮＰＯやボ

ランティア団体など多様なコミュニティ団体の活動を支援す

る。 

 

  



８４ 

事業名 老人クラブの育成 

担当課 高齢者支援室 高齢福祉担当 

概 要 ○ 市内で活動する老人クラブに対し補助金を交付することに

より，高齢者の社会奉仕活動や健康の増進，生きがいづくり

を進め，高齢期の生活を豊かなものにするとともに，いきい

きとした高齢社会の実現を図る。 

これまでの取組 【補助対象クラブ数・会員数・補助金額】 

平成３０年度 

 ３５クラブ １,８９５人 １０,７１８,５２７円 

令和元年度 

 ３６クラブ １,８８０人 １０,７９９,０３９円 

令和２年度 

 ３６クラブ １,７６０人 １０,６６８,４００円 

令和３年度 

 ３５クラブ １,６９３人 １１,７６７,２００円 

令和４年度 

 ３３クラブ １,５７３人  ９,６９５,９９４円 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，市内の老人クラブへの補助金交付を適正に実施し

ていく。 

また，老人クラブ数とその会員数が減少傾向にあるため，老

人クラブの活性化を図る。 

 



 

８５ 

Ⅳ 誰もが快適に利用できる施設や環境の整備に向けた

まちづくりの推進 

Ⅳ－１ 住まいの支援の推進 

 

取組方針 

多様な利用者にとって使いやすく，安心して快適に暮らし続

けることができるよう，住居の確保，耐震化やバリアフリー化等

の住宅改修支援とともに，重度障害者の入所施設の運営，住宅確

保要配慮者への入居支援に取り組みます。 

 

事業名 市立障害者グループホームの運営 

担当課 障害福祉課 

概 要 ○ 障害者総合支援法に基づくグループホームを運営し，知的

障害者の地域生活の場所を確保する。 

・知的障害者グループホームすてっぷ（国領町）※体験型 

・知的障害者グループホームじょい（富士見町）※重度知的

障害者対象 

これまでの取組 市が開設支援を行い，調布市社会福祉事業団により令和２年

度に「調布ヶ丘じゃんぷ」（重度知的障害者対象），令和３年度

に「ちゃれんじ」（体験型）が開設したことにより，ホームごと

に男女別の受け入れによる同性介助を実現した。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，重度知的障害者の地域生活の場としての適切な支

援と，より多くの利用者へのグループホームの体験機会の提供

を図る。 

 

  



８６ 

事業名 障害者グループホーム開設・運営費補助 

担当課 障害福祉課 

概 要 ○ 障害者グループホームの充実を図るため，民間事業所に対

して以下の補助を行う。 

○ 開設費補助：新たに知的障害者・精神障害者を対象としたグ

ループホームを建設，増設する事業所に対し，開設費等を補

助する。 

○ 運営費補助：重度障害者等を対象としたグループホーム（重

症心身障害者対象，重度知的障害者対象，体験型）に対して

運営費を補助する。 

これまでの取組 各補助により新規グループホームの開設及び重度障害者等

グループホームの運営を支援した。 

【開設費補助】 【運営費補助】 

 平成３０年度 ２箇所     ２箇所 

 令和元年度  ２箇所     ２箇所 

 令和２年度  ６箇所     ３箇所 

 令和３年度  ４箇所     ４箇所 

 令和４年度  ３箇所     ４箇所 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，障害者の地域生活の場の充実，拡大を図るために

今後も事業を継続する。 

 

  



 

８７ 

事業名 市立障害者施設（入所）の運営 

担当課 障害福祉課 

概 要 ○ 在宅生活が困難で日中及び夜間に介護が必要な重度の知的

障害者の入所支援を行う。 

知的障害者援護施設なごみ（西町）：定員６０人 

これまでの取組 施設の改修工事など，施設環境の改善を図りながら，利用者

の高齢化，重度化等に対応した支援に努めている。特に，新型

コロナウイルス感染症に対しては，陰圧機を購入し万が一に備

えたほか，集団発生を出さぬよう感染防止対策を講じた。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，支援体制の充実及びハード面で適切な修繕の実施

を図る。 

 

事業名 住宅改修費の支給（日常生活用具費支給事業） 

担当課 障害福祉課 

概 要 ○ 重度身体障害者が，障害に応じて住宅を改修する必要があ

る場合に，その費用を支給することにより，日常生活の利便

性の向上を図る。 

これまでの取組 重度身体障害者のうち障害に応じて住宅改修が必要な方に

改修費の補助を行った。 

 令和２年度  ７件 

 令和３年度  ８件 

 令和４年度 １３件 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

事業を継続しながら，利用者の高齢化，重度化等に対応した

支援体制の充実を図る。 

また，施設の老朽化に対応した修繕を計画的に実施する。 

 

  



８８ 

事業名 バリアフリー適応住宅改修補助制度 

担当課 住宅課 

概 要 ○ 高齢化等への対応を目的とした個人住宅等の改修工事費用

の一部を補助し，居住環境を向上させる。 

助成内容：補助対象工事費の５０％に相当する額を補助，上

限額は１０万円 

これまでの取組 【交付実績】 

平成３０年度 ７１件 

令和元年度  ９３件 

令和２年度  ７８件 

令和３年度  ３４件 

令和４年度  ３６件 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，市報やホームページ掲載等により普及啓発を行

い，安全で快適な住まいの確保を推進する。 

また，市民の需要に対応した補助内容や申請手続の簡素化に

努めて制度利用の促進を図る。 

 

事業名 市営住宅維持管理事務 

担当課 住宅課 

概 要 ○ 公営住宅法に基づき整備された市内７団地（八雲台，深大

寺，富士見第１，山野，富士見第２，下石原，調中前）の適

正な維持管理を行っている（管理戸数２４９戸）。 

これまでの取組  住宅の確保に配慮が必要な市民が，低廉な家賃で安心できる

住宅に入居できるよう，適宜募集を行った。 

また，既存の市営住宅を有効に活用して，安全・安心で快適

な住まいを長期にわたって確保するため，予防保全的な観点か

らの修繕や改善を行った。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

「公営住宅等長寿命化計画策定の指針（改訂版）」に準拠し，

定期的に計画の見直しを行う予定であり，引き続き市営住宅

の，適切な維持管理に取り組んでいく。 

 

  



 

８９ 

事業名 住宅確保要配慮者への入居支援 

担当課 住宅課 

概 要 ○ 住まいぬくもり相談室を開設し，民間賃貸住宅への入居の

支援を行う。また，市内の民間賃貸住宅への入居において，

民間保証会社を利用する際の費用及び市内不動産事業者を

利用する際の仲介手数料を助成する。 

これまでの取組 【窓口相談数及び物件成約率】 

平成３０年度 １０１件⇒３２件 

令和元年度  １０８件⇒２６件 

令和２年度  １０２件⇒２５件 

令和３年度  １１９件⇒３７件 

令和４年度   ８８件⇒３９件 

【仲介支援事業】 

平成３０年度５件 令和元年度５件 令和２年度４件 

令和３年度７件  令和４年度１０件 

【家賃等債務保証支援事業】 

平成３０年度４件 令和元年度４件 令和２年度３件 

令和３年度４件  令和４年度６件 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

住宅確保要配慮者が円滑に民間賃貸住宅に入居できる環境

を整備するため，相談窓口の充実を図るとともに，住宅確保要

配慮者への助成制度を引き続き実施していく。 

 

  



９０ 

事業名 住宅設備改修等給付事業 

担当課 高齢者支援室 高齢福祉担当 

概 要 ○ 市内に居住する日常生活上何らかの援助が必要な高齢者に

対し，当該高齢者の住宅の改修に要する費用を給付するこ

とにより，日常生活の利便を図る。 

予防給付対象者：手すりの取付，床段差の解消等は，介護保

険法に基づく要介護認定又は要支援認定に該当しない旨の

通知を受けた方で，何らかの援助が必要な方 

設備改修給付対象者：①浴槽の取替え又は②流し及び洗面

台の取替え又は，何らかの援助が必要な方，③便器の洋式化

は，介護保険法に基づく要介護認定又は要支援認定を受け

た方，又はこれに該当しない旨の通知を受けた方 

これまでの取組         【予防給付】   【設備改修給付】 

平成３０年     ２件        １件 

令和元年      ４件        ０件 

令和２年      ０件        ２件 

令和３年      ０件        １件 

令和４年      １件        ０件 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，適宜介護保険制度や他市を参考に必要な見直しを

図りながら，適切な事業運営を行う。 

 

  



 

９１ 

事業名 シルバーピア管理運営事業 

担当課 高齢者支援室 高齢福祉担当・住宅課 

概 要 ○ ひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯が，地域社会の中で

生活を続けられるよう，住宅施策と福祉施策の連携により，

高齢者向けに配慮した集合住宅にワーデン（管理人）を配置

し，高齢者の居住の安定と福祉の増進を図る。 

民間アパートを借り上げたシルバーピア：①シルバーピア

深大寺（単身用１０戸），②シルバーピア柴崎（単身用１８

戸），③シルバーピアせせらぎ（単身用１３戸） 

都営住宅のシルバーピア：①シルバーピア調布染地（単身用

１０戸・世帯用５戸），②シルバーピア国領（単身用１２戸・

世帯用４戸）。 

これまでの取組 年１回管理人連絡会（令和２年度は除く）を開催し，各ワー

デン同士のコミュニケーションを図り，日々の出来事や困って

いることを報告し合い，その解決方法などを話し合う場を設け

た。 

また，輪番制で研修を受講してもらい，ワーデン（管理人）

として知識を深めるよう促した。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，高齢者の居住の安定と福祉の増進を図るため，ワ

ーデンと連携をしながら，シルバーピアの管理運営を進めてい

く。 

 

  



９２ 

Ⅳ－２ ユニバーサルデザインの施設の推進 

 

取組方針 

福祉のまちづくり条例に基づき，ユニバーサルデザインの視

点を取り入れた公共建築物，道路，駅前広場，公園，公衆トイレ

等の計画的な整備・改修等を推進します。 

 

事業名 公共建築物の整備 

担当課 企画経営課 

概 要 ○ 公共建築物については，バリアフリー・ユニバーサルデザイ

ンの考え方を踏まえた，誰もが使いやすい公共建築物とし

ての機能向上を図るため，老朽化や耐震化の工事にあわせ

て整備を行うとともに，施設の実情を踏まえて必要な整備

を行う。 

これまでの取組 誰もが使いやすい公共施設とするため，維持保全の改修等に

合わせ，必要に応じてバリアフリー・ユニバーサルデザインの

考え方を踏まえた機能向上を図った。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

公共施設の整備に当たっては，高齢者，障害者，子ども等，

誰もが使いやすい施設とするため，引き続き，バリアフリー化

を推進し，施設利用の利便性や安全性の向上を促進する。 

また，地域共生社会の充実に向け，ユニバーサルデザインの

理念に基づき，必要な機能・設備を確保し，安全かつ安心して

使いやすい施設とするとともに，地域に開かれた多世代・多分

野の交流・集いの場の創出に向けた機能の整備を推進する。 

 

  



 

９３ 

事業名 公遊園等の整備 

担当課 緑と公園課 

概 要 ○ 調布市都市公園の移動等円滑化の基準に関する条例に基づ

き，新設の公園緑地整備や既存公園の大規模改修にあわせ，

公園施設のバリアフリー対応を図る。 

これまでの取組 多摩川市民広場と（仮称）鉄道敷地公園（相模原線）の整備

において，調布市都市公園の移動等円滑化の基準に関する条例

に基づき，公園内施設のバリアフリーの対応を行った。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

調布市都市公園の移動等円滑化の基準に関する条例に基づ

き，公園内施設についてバリアフリーの対応を行う。 

 

事業名 都市計画道路の整備 

担当課 街づくり事業課 

概 要 ○ 都市計画道路は，交通の円滑化による都市機能の確保，避難

経路の整備による防災機能の向上，良好な都市空間の創出

など，市民生活を支える重要な都市基盤である。 

○ 市では，令和７（２０２５）年度までに優先的に整備すべき

路線等を定めた「調布市道路網計画」（平成２８年３月策定）

に基づき，計画的・効率的に都市計画道路の整備を推進す

る。 

これまでの取組 平成３０年度から令和５年度にかけて，調布３・４・２１号

線（用地取得・設計・工事），３・４・２６号線（用地取得・設

計），３・４・２８号線（用地取得・設計・工事）の事業を推進

した。 

また，調布３・４・９号線，３・４・３１号線の事業化に向

けて，測量・設計を実施した。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

道路に求められる様々な機能が効率的，効果的に発現できる

よう，地域の特性に配慮しながら事業化に向けた検討を行うと

ともに，調布市基本計画に位置付けた年度別計画と整合を図

り，現在，事業中の路線の進捗状況や財政状況，まちづくりの

機運の高まりなどを勘案しながら順次事業を進める。 

道路整備に合わせて無電柱化を図ることにより，円滑な歩行

空間を確保することで，利用者の安全性向上を図る。 
 



９４ 

事業名 駅前広場の整備（調布駅） 

担当課 街づくり事業課 

概 要 ○ 調布駅前広場は令和３年３月に決定・公表した「調布駅前広

場整備計画図」に基づき，交通結束機能の向上はもとより，

にぎわいの創出や市民のふれあい，交流が育まれる広場空

間となるよう整備を進める。 

これまでの取組 平成３０年度から令和元年度にかけて，北側ロータリー街築

工事を実施するととともに，北側の上屋工事を実施した。また，

調布駅前広場の整備について市民参加を実践しながら検討を

進め，令和２年度に「調布駅前広場整備計画図」を決定・公表

した。 

令和３年度は駅前広場の設計を進め，令和４年度に北側車道

工事及び，南側電線共同溝工事を実施した。 

令和５年度は北側の歩道部，南側ロータリー，南側ロータリ

ー上屋工事に着手した。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

令和７（２０２５）年度の調布駅前広場完成（一部を除く）

に向けて，令和５年度から段階的に工事を進め，令和７（２０

２５）年度の工事完成後は，調布駅前広場にバリアフリー化さ

れた歩行空間を確保する。 

 

 

◎障害者団体等のご意見に回答します。 

  

調布駅周辺には木陰もベンチもあり，待ち合わせの場所としてもとても便利

です。各停の電車の駅周辺にも木陰やベンチがあると便利だと思います。 

休憩場所（座れる場所）を増やしてほしいです。 

ベンチをまちなかの適切な場所に設置することは，段差や勾配の解消にと

どまらず，バリアフリー化の充実という観点からも必要なものであると考え

ています。しかし，ベンチを置くスペースとして十分な歩道幅員が確保されて

いないことや，設置されたベンチにおいて深夜に若者が集まって騒いだり，

ごみを散らかすといった苦情を近隣の方々からいただき，やむを得ず撤去す

るといったことがあり，市内では限られた場所に設置されている状況です。 

 



 

９５ 

事業名 交通バリアフリーの推進 

担当課 交通対策課 

概 要 ○ 移動や施設利用の利便性，安全性の向上を目的とした「調布

市バリアフリーマスタープラン及び基本構想」に基づき，公

共交通，道路，建築物，交通安全施設等に関する各種バリア

フリー事業を推進する。 

これまでの取組 平成２４年３月策定のバリアフリー基本構想が目標年次を

迎えたこと，「高齢者，障害者等の移動等の円滑化の促進に関す

る法律（バリアフリー法）」が改正したことを踏まえ，令和４年

４月にバリアフリーマスタープラン並びにバリアフリー基本

構想を策定した。 

重点整備地区である，「調布駅・布田駅・国領駅周辺地区」「飛

田給駅周辺地区」「京王多摩川駅周辺地区」を中心に，施設設

置・管理者等によって作成された施設のバリアフリー化の事業

計画から成る，新たな調布市バリアフリー特定事業計画を令和

４年度に取りまとめた。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，バリアフリー推進協議会において，特定事業計画

に基づく事業実施と，事業の進捗管理を行うとともに，マスタ

ープラン及び基本構想に基づく移動等円滑化に関する事項（バ

リアフリー方針等）などについて，生活関連施設の施設設置管

理者をはじめ，関係する事業者や市民へ広く周知・啓発してい

く。 

 

  



９６ 

事業名 人と環境にやさしい道路の整備 

担当課 道路管理課 

概 要 ○ 歩道の段差解消（バリアフリー化）や透水性舗装，車道の低

騒音・排水性舗装を行い，主要市道を中心に人と環境にやさ

しい道路整備を推進する。また，無電柱化の推進に向け取組

を進めるとともに，街路灯のＬＥＤ化を進める。 

これまでの取組 東京２０２０大会に向けた会場周辺整備及び調布市バリア

フリー基本構想特定事業計画に基づき，主要市道の整備を実施

した。 

【主要市道３２号線】 

平成３０年度～３１年度 歩道のバリアフリー化 

平成３０年度 車道の遮熱性舗装，自転車走行空間の整備 

【主要市道３３号線】 

平成３０年度 自転車走行空間の整備 

【主要市道１２号線】 

平成３０年度～令和２年度 歩道のバリアフリー化 

 

令和２年度は，市道南１７６号線及び市道南１９２号線の測

量設計を行い，工事発注図書を作成した。また，主要市道２０

号線の無電柱化予備設計を実施した。 

令和３年度は，主要市道２０号線の無電柱化予備修正設計を

実施した。 

令和４年度は，市道南１７６号線の整備（車道の低騒音・排

水性舗装，歩道のバリアフリー化）を実施した。また，令和３

年度に引き続き主要市道２０号線の無電柱化予備修正設計を

実施した。 

さらに，街路灯ＬＥＤ化推進計画に基づき，街路灯のＬＥＤ

化を進めた。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

歩道の段差解消（バリアフリー化）や透水性舗装，車道の低

騒音・排水性舗装について，主要市道を中心に整備を進める。 

また，無電柱化の推進に向け取組を進めるとともに，街路灯

のＬＥＤ化を進める。 

 

 



 

９７ 

 

◎障害者団体等のご意見に回答します。 

  

歩道の段差が高く，道幅が狭かったり，ベビーカーで通りづらいです。 

 

歩道の段差解消（バリアフリー化）については，主要市道を中心に整備を進

めます。個別箇所の要望があれば，道路管理課までお問い合わせください。 

 

 

 

事業名 公衆トイレの維持管理 

担当課 環境政策課 

概 要 ○ 公衆の利便に供し，環境衛生の維持及び向上に資するため，

次に掲げる７箇所の公衆便所の清掃，修繕，用品の補充を行

う。 

・多摩川さくら緑地公衆トイレ（平成１６年度） 

・つつじケ丘駅北公衆トイレ（平成３０年度） 

・京王多摩川駅南公衆トイレ（昭和６０年度） 

・深大寺前公衆トイレ（平成３０年度） 

・飛田給駅北公衆トイレ（平成３０年度） 

・布多天神南公衆トイレ（平成１６年度） 

・調布駅前広場暫定公衆トイレ（令和元年度） 

※（ ）内は供用開始年度。 

※令和元年７月条例改正にて名称の「便所」を全て「トイ

レ」に変更。 

これまでの取組 調布駅前については，令和元年度にユニバーサルデザインを

取り入れた調布駅前広場暫定公衆トイレを設置した。 

つつじケ丘駅北公衆トイレ，深大寺前公衆トイレ，飛田給駅

北公衆トイレの３箇所は，平成３０年度に改修工事済。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

令和６（２０２４）年度中に，（仮）調布駅前広場公衆トイレ

の本整備を予定している（供用開始は令和７（２０２５）年度

を予定）。その後は他の公衆トイレと併せ，引き続き適正な維持

管理を行う。 



９８ 

 

 

 

◎障害者団体等のご意見に回答します。 

  

小学生になった男の子で一人でトイレに行けず，女性トイレや誰でもトイレに

連れて行って嫌な顔をされたときは心苦しかったです。 

トイレ内のベビーチェアに座らせると，丁度，手が届く位置の鍵を何度も解錠

したことがありました。 

 

 

トイレ利用において，様々な事情で介助が必要な方がいることを周知して

いきます。 

子どもの手が届くトイレについては，カバーの設置や高い位置に鍵を追加

設置するなどの防止策を検討します。 

  



 

９９ 

事業名 商店街活性化の推進 

担当課 産業振興課 

概 要 ○ 商店会が以下の事業を実施するに当たり，事業費の一部を

補助することで，商店街の振興及び地域経済の活性化に寄

与する。 

対象事業（ユニバーサルデザインに基づく施設の整備）：  

①多機能トイレ（＊１０）の設置，②障害者・高齢者のサイ

ン表示，案内設備の設置・改修，③授乳及びおむつ替え等の

スペース・設備の設置 

補助率：東京都は補助対象経費の４／５（実施商店街に直接

交付）。市は，上記の確定金額の１／１０を上乗せ補助。 

これまでの取組 商店会から，ユニバーサルデザインに基づく施設の整備に関

する補助申請はなかったが，街路灯のＬＥＤ化やランプ交換等

を行った商店会等に対して一部経費を補助し，誰もがいつでも

安全・安心なまちづくりの推進を図った。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，福祉分野における行政課題の解決につながる商店

街等の取組に関して，東京都の施策と連動して支援していく。 

 

事業名 福祉のまちづくり条例届出事務 

担当課 建築指導課 

概 要 ○ 新設・改修等を行う届出対象建築物の所有者等に，福祉のま

ちづくり条例整備基準に沿って，障害者等誰もが円滑に利

用できるよう指導・助言を行う。 

これまでの取組 【福祉のまちづくり条例特定施設届出の受付】 

平成３０年度は１２棟の届出受領， 

令和元年度は１２棟の届出受領， 

令和２年度は１４棟の届出受領。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

今後，市独自の基準である共同住宅（延床面積２,０００㎡未

満かつ１５戸以上）について，届出の基準や届出の様式等の見

直しを検討していく。 

 
＊１０ 多機能トイレ…車いす利用者が利用できる広さや手すりなどに加えて，オムツ替えシー

ト，ベビーチェアなどを備えて，車いす利用者だけでなく，高齢者，障害者，子ども連れな

ど多様な人が利用可能とした調布市福祉のまちづくり条例施行規則における「だれでもトイ

レ」のこと。本計画では「多機能トイレ」に統一して表記した。 



１００ 

Ⅳ－３ 施設等の安全対策の充実 

 

取組方針 

安心した暮らしの基盤となる下水道施設の地震対策と，誰も

が安心して利用できる公共施設のシックハウス対策を引き続き

実施します。 

 

事業名 下水道施設の地震対策の推進 

担当課 下水道課 

概 要 ○ 大規模地震が発生した場合，下水道の管路とマンホールの

接続部分が損傷し，下水道の機能が失われるおそれがある

ため，接続部分が伸びたり縮んだり曲がったりできる構造

にする（可とう化）耐震化工事を計画的に推進する。 

○ 埋設が浅く，被害を受けやすい小口径の管路から着手し，震

災時に災害対策本部が設置される市庁舎周辺，救急病院の

周辺，避難所の周辺から優先的に取り組む。 

○ 平成３０年度末までに小口径管路３１９箇所のマンホール

の耐震化を完了し，以降，中口径，大口径の管路の耐震化を

推進する。 

これまでの取組 優先整備箇所に位置付けをした小口径管路約２０ｋｍのう

ち，約１０ｋｍの耐震診断調査による耐震性能の確認・管渠と

マンホールの可とう化工事が完了し，残りの約１０ｋｍは耐震

診断調査の結果，管渠が耐震性能を有することを確認できた。 

令和２年度までに１００％（２７８箇所）可とう化。 

※計画策定後の詳細調査の結果，３１９箇所→２７８箇所に

変更。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

令和５年度に決定する下水道施設の耐震化方針をもとに耐

震化計画を策定し，耐震化工事を順次実施していく。 

また，大口径管路に対しては，ストックマネジメント計画を

考慮し耐震化に関する方向性を検討していく必要性がある。 

 

  



 

１０１ 

事業名 公共施設のシックハウス対策 

担当課 環境政策課 

概 要 ○ 室内化学物質の放散に関する対策，化学物質の使用に関す

る方針を検討し，化学物質による健康被害の発生を防止す

る。 

○ 市が設置，管理する公共施設における室内化学物質の放散

に関する対策，化学物質の使用に関する方針等を規定した

シックハウスマニュアルの周知徹底と運用 

○ 有識者によるチェックと助言 

○ 公共施設等の新設，改修工事に伴う測定及び測定結果の公

表 

○ 職員の意識の向上を図るための定期的な研修 

これまでの取組 職員の意識の向上を図るため，職員向けに有識者による講演

会や，施設所管部署が集まる会議における担当職員による研修

を実施した。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

平成１４年度の調和小学校開校時における「シックハウス症

候群」発生の教訓を風化させないため，シックハウスマニュア

ルの周知徹底や職員の意識向上を図る取組を推進する。 

また，今後の化学物質の使用に関する方針検討に向け，室内

化学物質に関する知見を習熟する。 

 

  



１０２ 

事業名 公共施設の受動喫煙対策 

担当課 健康推進課 

概 要 ○ 調布市受動喫煙防止条例に基づき，次代を担う子どもたち

をはじめ誰もが健康に暮らせるまち調布の実現を目指し，

市立施設の敷地内を原則，喫煙禁止としている。また，子ど

もに受動喫煙を生じさせないよう，市内にある学校（大学，

短期大学等を除く。）や児童福祉施設においては隣接する路

上も喫煙禁止としている。 

これまでの取組 令和元年７月に調布市受動喫煙防止条例を施行し，市立施設

の敷地内を原則，喫煙禁止とし，施設の敷地内やフェンス等へ

の看板設置や，市立小学校通学路の電柱巻き看板の設置などに

より，広く周知活動を実施した。 

令和５年４月からは緑地・緑道等についても禁煙とした。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，条例の理解を深め市民全体の受動喫煙防止対策を

推進するため，広報・普及啓発活動の充実を図る。 

 

 

 



 

１０３ 

Ⅴ 誰一人取り残さない安全・安心なまちづくりの推進 

Ⅴ－１ 災害時の防災対策の推進 

 

取組方針 

地震や台風などの自然災害が起きた際に誰もが安全に避難で

きるよう，福祉的視点に則した地域防災計画の定期更新を図る

とともに，避難行動要支援者の避難支援プランを推進し，自助・

共助・公助が相互に機能する体制づくりを進めます。 

 

事業名 地域防災計画 

担当課 総合防災安全課 

概 要 ○ 地域防災計画の見直し及び関係機関との連携強化を図るた

めの機関である防災会議の事務局としての事務を行う。 

○ 事務内容は会議日程の調整，議案の調整，会議資料作成，会

議進行，東京都との連絡調整など。 

○ 計画の検討組織である調布市地域防災計画検討委員会の運

営を行う。 

○ 地域防災計画に基づく各種訓練等の企画・運営を行う。 

これまでの取組 令和２年度（発行：令和３年４月）に地域防災計画を修正し，

要配慮者利用施設の避難確保計画の作成や避難訓練の促進，要

配慮者用の避難先として福祉避難所の整備を進めることを記

載するなど，福祉的内容を踏まえた計画修正を行った。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，法改正や国の防災基本計画，東京都地域防災計画

の修正を踏まえ，福祉的視点に則した地域防災計画の修正を行

っていく。 

 

  



１０４ 

事業名 防災備蓄品の配備及び利活用 

担当課 総合防災安全課 

概 要 ○ 災害に備え，フェーズフリー（＊１１）やローリングストッ

ク（＊１２）の視点を取り入れながら調布市地域防災計画に

則した防災備蓄品の確保・充実を行う。 

○ 市による備蓄だけでなく，市全体での備蓄を進めるために，

市民等に対しローリングストック等の家庭内備蓄の啓発を

行う。 

これまでの取組 調布市地域防災計画や新型コロナ感染症対策を踏まえた備

蓄を実施した。 

非常用発電機やマンホールトイレを各避難所となる小中学

校の改修工事に合わせて購入・配備した。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，フェーズフリーの視点を踏まえた備蓄を進めると

ともに，倉庫内の整理・わかりやすい表示などを進めていく。 

また，各家庭での備蓄については，家族構成の違いによる備

蓄例などを紹介し，ローリングストックを推進することで日常

における備蓄の重要性を周知していく。 

 

 

◎障害者団体等のご意見に回答します。 

  

障害者の家庭で，備蓄品や非常事態のイメージトレーニングをすることが  

大切だと思います。 

防災備蓄品の配備の中に，家庭の備蓄品等の紹介を追加しました。 

 

  

 
＊１１ フェーズフリー…身のまわりにあるモノやサービスを，日常はもちろん，非常時にも役

立てることができるようにするという考え方のこと。 

＊１２ ローリングストック…普段の食品を少し多めに買い置きしておき，賞味期限を考えて古

いものから消費し，消費した分を買い足すことで，常に一定量の食品が家庭で備蓄されてい

る状態を保つための方法のこと。 



 

１０５ 

事業名 災害情報システム等の効果的な活用 

担当課 総合防災安全課 

概 要 ○ 災害時の迅速な情報伝達手段確保のため，無線機等の整備

と維持管理を行う。 

○ また，災害時に市民が適時的確に情報収集できるように，あ

らゆる世代に対応した複数の情報発信手段を整備する。 

これまでの取組 各種の無線機をはじめとする機器・システム類の維持管理を

適切に行った。 

防災行政無線の移動系及び同報系のデジタル化を完了した。 

災害情報の収集について，市報や出前講座等で市民に周知し

た。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，市報や出前講座の機会を通じて，災害情報の収集

方法を市民に啓発する。 

また，災害時の情報伝達手段を確保するため，現状の機器類

を適切に維持管理していくとともに，災害時において的確に使

用できるようにするため，訓練などをとおして，職員の習熟度

を高めていく。 

 

事業名 障害者火災安全・緊急通報システム事業 

担当課 障害福祉課 

概 要 ○ 家庭内で病気や事故等の緊急事態が起きたときや火災が起

こってしまった場合に，民間の緊急通報システムの支給及

び火災に対応できる体制を整えることで速やかに不測の事

態に備え，障害者の火災や緊急時における安全を確保する。 

これまでの取組 民間の緊急通報システムの支給及び火災に対応できる体制

を整えることで，家庭内における病気や事故等の緊急事態の発

生や火災の発生に備え，ひとり暮らし等の在宅の重度障害者の

安全確保を図った。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，サービス事業者の確保とサービスの周知に努め，

障害者の火災や緊急時における安全を確保する。 

 

  



１０６ 

事業名 障害者グループホームの防災対策への補助 

担当課 障害福祉課 

概 要 ○ 障害者が生活を営むグループホームの防災対策強化につい

て補助を行うことで，安全に安心して過ごせる環境を整え

る。 

これまでの取組 グループホームの新規開設にあわせて，必要な設備の確認と

補助制度の案内を行った。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，市内グループホームの防災対策整備状況を確認

し，必要に応じて見直しを図りながら，事業を継続していく。 

 

事業名 災害時要援護者台帳の整備 

担当課 障害福祉課 

概 要 ○ 障害状況，医療情報及び緊急連絡先等災害時に必要となる

個人情報を市に登録してもらい，民生委員及び調布消防署

と情報共有を行うことで，災害時に障害児・者が迅速かつ適

切な支援が受けられる体制を整備する。 

これまでの取組 障害状況，医療情報及び緊急連絡先等災害時に必要となる個

人情報を市へ登録してもらい，民生委員及び調布消防署と情報

共有を行うことで，災害時に障害児・者へ迅速かつ適切な支援

を提供できる体制の整備を図った。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，事業の周知に努めるとともに，台帳の様式を改善

し，災害時に障害児・者が迅速かつ適切な支援が受けられる体

制整備を一層推進する。 

  



 

１０７ 

事業名 調布市避難行動要支援者避難支援プランの推進 

担当課 福祉総務課 

概 要 ○ 調布市避難行動要支援者避難支援プランに基づき，災害時

に安全に避難することが困難な高齢者や障害者などの避難

行動要支援者に対し，地域における災害時の支援体制の整

備を推進する。 

これまでの取組 避難行動要支援者名簿を避難支援等関係者に提供するため

の同意確認を新規対象者及び同意確認書未返送者に対して行

った。 

要支援者避難支援に関する協定を締結するとともに，当該団

体における取組支援として，避難支援プラン推進補助金を交付

した。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，要支援者支援に関する地域組織とのさらなる協定

の締結を進め，地域による共助の体制づくりの充実に努めると

ともに，関係機関との情報共有体制の整備に取り組む。 

また，災害対策基本法等に基づき，支援の優先度が高い避難

行動要支援者の個別避難計画の作成について，組織横断的な連

携のもと，段階的に取組を推進する。 

 

  



１０８ 

事業名 高齢者の生活安全の確保 

担当課 高齢者支援室 高齢福祉担当 

概 要 ○ 緊急時の高齢者の安全を確保するため，緊急通報システム

の設置，家具転倒防止器具等の取付を行う。 

これまでの取組 【緊急通報システム新規契約者数】 

平成３０年度 １４２件 

令和元年度  １１９件 

令和２年度  １２４件 

令和３年度  １３５件 

令和４年度  １４０件 

６５歳以上のひとり暮らしの方や高齢者のみの世帯を対象

に，家具転倒防止器具等の取付を実施した。（申請後，自宅へ訪

問し，調査と取付を実施。） 

平成３０年度 調査９件，取付８件 

令和元年度  調査１件，取付１件 

令和２年度  調査６件，取付４件 

令和３年度  調査７件，取付７件 

令和４年度  調査８件，取付７件 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，必要に応じて見直しを図りながら，事業を継続し

ていく。 

 

 



 

１０９ 

Ⅴ－２ 交通安全・防犯対策の推進 

 

取組方針 

誰もが安全に安心して暮らせるよう，多くの市民に対する意

識啓発を継続するとともに，地域，行政，関係機関等の連携によ

り，交通安全・防犯対策を推進します。 

 

事業名 交通安全意識の啓発 

担当課 交通対策課 

概 要 ○ 交通安全に対する意識の向上を図るため，警察・関係団体と

連携して各種交通安全啓発を実施する。 

これまでの取組 交通安全・交通事故情報の提供や，「子ども交通教室」，「交通

安全のつどい」，「高齢者交通安全指導員講習会」，「スタントマ

ンを活用した自転車交通安全教室」等を実施し，子どもから高

齢者に幅広く交通ルールの遵守・交通安全に対する意識の向上

を図った。 

なお，従来の交通安全教育のほか，令和２年度より，自転車

利用者に対し自転車安全利用促進事業（ＴＳマーク付帯保険の

一部助成）を開始し，自転車保険の加入促進に取り組んだ。 

また，令和５年４月に改正道路交通法が施行され，自転車利

用者のヘルメット着用が全世代に対して努力義務化されたこ

とに伴い，自転車利用者のヘルメット着用を推進するために，

自転車用ヘルメット着用促進事業（ヘルメットを購入する際の

値引）を実施した。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，調布警察署や交通安全協会などの関係機関と連携

し，安全教育を進めるなど，交通安全意識の向上を図る。 

子ども交通教室について，中央自動車道の耐震補強工事及び

リニューアル工事を踏まえた施設の在り方や運営方法を検討

する。 

 

  



１１０ 

事業名 放置自転車対策 

担当課 交通対策課 

概 要 ○ 駅周辺や道路上の放置自転車等については歩行者や緊急車

両等の通行の妨げになっている。 

○ この問題の解決を図るため，自転車等放置禁止区域内や公

道上に放置されている放置自転車等の撤去を継続的に行

い，誰もが安全・安心に通行できる快適な環境確保に努め

る。 

これまでの取組 市内９駅の自転車等放置禁止区域において，駅前放置自転車

クリーンキャンペーンを実施し，警察，駅周辺商店街等と連携

して，駐輪場への誘導，啓発・撤去を行った。 

平成３０年度と比較し放置自転車撤去台数は半分以下へと

減少した。 

平成３０年度 撤去台数 ６,１３９台 

令和元年度  撤去台数 ５,１１４台 

令和２年度  撤去台数 ２,８５１台 

令和３年度  撤去台数 ２,５３２台 

令和４年度  撤去台数 ２,６０３台 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，放置自転車対策として，各駅周辺の需要を満たす

恒久的な自転車等駐車場の整備を進める。 

また，駅前放置自転車クリーンキャンペーン等をとおして，

注意喚起や啓発活動の強化に取り組む。 

 

  



 

１１１ 

事業名 交通安全施設の整備と関係機関への要望 

担当課 道路管理課 

概 要 ○ 交通安全施設（街路灯，道路反射鏡，防護柵，区画線，自発

光式交差点鋲）の設置及び維持管理を行うことで，歩行者や

自転車，バイク，自動車等の交通手段を利用する市民が安全

かつ快適に通行できる交通環境の整備の促進を図る。 

これまでの取組 道路反射鏡新設，道路反射鏡補修，防護柵修理，道路区画線

標示，自発光式交差点鋲補修，道路照明修理，道路照明設置を

行った。 

【交通安全施設新設・修理箇所数】 

平成３０年度 ３,１２０箇所 

令和元年度  ２,５９０箇所 

令和２年度  ３,３８８箇所 

令和３年度  ３,１７４箇所 

令和４年度  ２,９４８箇所 

   合計 １５,２２０箇所 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

交通安全のより一層の改善を図るため，交通安全施設の設置

及び維持管理と併せて，定期的な点検を実施し，市民の安全，

快適な交通環境を目指す。 

 

  



１１２ 

事業名 防犯意識の啓発 

担当課 総合防災安全課 

概 要 ○ 市内における犯罪の抑止と市民が犯罪被害に巻き込まれな

いようにすることを目的とした出前講座や市職員を対象と

した不審者対応訓練を実施する。 

○ また，警察署の協力による防犯教室や防犯イベント（防犯の

つどい）を開催する。 

これまでの取組 専門家による生活安全講演会（地域安全まちづくりセミナ

ー）や市職員による出前講座を実施するとともに，調布警察署

の協力による教育関係機関職員に対する不審者侵入対策訓練

等を開催した。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

出前講座や生活安全講演会のオンライン配信，動画配信等に

ついて検討を行い，多くの市民に対し，意識啓発が図れるよう

努める。 

また，関係機関と連携し，各種防犯キャンペーンやイベント

等を実施し，市民の犯罪の予防と防犯意識の向上を図ってい

く。 

 

  



 

１１３ 

事業名 地域での防犯パトロールの支援 

担当課 総合防災安全課 

概 要 ○ 自治会や学校等に対して防犯パトロール支援用品の貸与，

市民に対し防犯意識啓発グッズを配布し，地域での防犯パ

トロールを支援し，防犯活動の推進を図る。 

これまでの取組 自治会や学校等に対して防犯パトロール支援用品の貸与，市

民に対し防犯意識啓発グッズを配布し，地域での防犯パトロー

ルを支援し，防犯活動の推進を図るとともに，年末年始には希

望があった地域団体とともに行政と地域との合同パトロール

を実施し，活動士気の向上に取り組んだ。 

【合同パトロール実施団体】 

平成３０年度 ２１団体 

令和元年度  ２６団体 

令和２年度   ８団体 

令和３年度  １１団体  

令和４年度  １３団体 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

防犯パトロールグッズの貸与について，継続して事業を実施

する。多様な手段を通じて市民に周知し，防犯パトロール団体

数の増加に努める。 

また，合同パトロールの実施について，年末年始に限らず，

通年での実施を支援し，防犯パトロール団体との連携を強化し

ていく。 

 

 

  



１１４ 

事業名 安全・安心パトロールの実施 

担当課 総合防災安全課 

概 要 市民が安全に安心して暮らすことのできるまちづくりを目

指して青色回転灯装備車両による安全・安心パトロールを実施

し，市内の犯罪抑止に努めている。 

これまでの取組 ○ 調布市子ども安全・安心パトロールは，主に子どもが被害者

となる犯罪を防ぐため，市内を４ブロックに分け，平日の各

小中学校及び児童館周辺を，車両４台（各車両２人の警備員

乗車）での巡回を基本としてパトロールを実施。 

子ども安全・安心パトロールについて，令和４年度から活動

時間を変更した。 

【令和３年度】 

 午後１時から午後８時３０分まで（学校授業日） 

 午前１０時３０分から午後４時３０分まで（夏季休業期間） 

【令和４年度】 

午後１時から午後８時３０分まで（３季休業期間含む） 

○ 調布市夜間安全・安心パトロールは，青色回転灯装備車両に

よるパトロールを警備会社に委託し，市内を南北２ブロッ

クに分け，１年を通じて，午後１０時から翌午前６時まで，

主にひったくりなどの犯罪を抑止する目的でパトロールを

実施。 

○ 夜間安全・安心パトロールは，近年の犯罪認知件数及び夜間

パトロール時における報告状況などから，委託業者による

夜間パトロールは令和５年度から発展的に終了し，調布警

察署による見回りをはじめ，地域防犯パトロールとの連携

などにより実施。 

○ 令和４年度の活動時間を変更した。 

【令和３年度】午後９時３０分から翌日午前５時３０分まで 

【令和４年度】午後５時３０分から午前０時まで 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

安全・安心パトロール事業について，犯罪認知件数の推移や

市民や警察署からの要望等を踏まえ，事業を適宜見直し，効果

的な事業の運用に努める。 

 



 

１１５ 

事業名 消防力の向上 

担当課 総合防災安全課 

概 要 ○ 消防事務を東京消防庁に委託し，安定した消防活動を維持

するとともに，これを補完する消防団の円滑な運営と関係

団体間の連携等により，消防力の向上を図る。 

○ 「地域・社会に貢献する調布市消防団の活動に感謝応援す

るまち宣言」を踏まえ，消防団員の活動環境整備に取り組む

とともに，施設の改善，装備品の充実を進め，消防団の災害

対応能力の不断の改善強化を図る。 

これまでの取組 消防事務を東京消防庁に委託し，安定した消防活動を維持す

るとともに，これを補完する消防団の円滑な運営と関係団体間

の連携等により，消防力の向上を図った。 

また，ガンタイプノズルや防火衣の更新など装備品の充実を

進め，消防団の災害対応能力の改善強化を図った。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，消防署と緊密な連携・調整を行い常備消防力の向

上を推進するとともに，消防団の災害対応能力の改善強化を図

る。 

 

事業名 学校の安全確保の推進 

担当課 教育総務課 

概 要 ○ 不審者等の侵入を未然に防ぐため，監視カメラを設置し，管

理諸室に設置した監視モニターで来校者の確認を行う。 

○ あわせて児童・生徒の安全確保を図るため，学校管理員によ

る校門等出入口の巡視，校舎・体育館・校庭等の巡回業務を

行う。 

これまでの取組 児童・生徒が安全で安心して学習できる環境を確保するため

に，監視カメラによる安全確認を行うとともに，学校管理員を

配置し，登下校時の校門等出入口の巡視や学校内の巡回業務を

行い，児童・生徒の安全確保に努めた。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，児童・生徒が安全で安心して学習できる環境を確

保するため，監視カメラによる安全確認や学校管理員による校

門等出入口の巡視・学校内の巡回を行い，児童・生徒の安全確

保の維持に努める。 
 



１１６ 

事業名 通学路の安全確保の推進 

担当課 学務課 

概 要 ○ 児童・生徒の通学時において，次の個別事業を推進し，総合

的に効果的な通学時の安全確保を図る。 

①通学路標示板の更新設置（昭和６１年度から整備を開始。

全学区域内の定期的な更新等を実施。），②通学路マップの

作成（年度ごとに各小学校別通学路図を作成し，小学校新入

学予定保護者等へ配付），③通学路要望の受付・対応（学校

ＰＴＡ等からの要望を受理し，総合防災安全課，道路管理

課，警察署等関係部署に，要望事項を整理し対応を依頼），

④交通安全運動の実施（春・秋交通安全運動を各校で実施。

交通安全横断幕の作製），⑤児童通学見守り業務委託，⑥交

通安全対策連絡会議への出席。 

これまでの取組 学校と地域等が連携して行う登下校時の見守り活動を補完

するとともに，犯罪等を抑止し，子どもたちが安全・安心に通

学することを目的として，令和４年度まで防犯カメラを１７５

台設置した。 

市立小学校全校の合同点検を行い，安全対策を実施した。 

令和２年度７校，令和３年度全校，令和４年度７校 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

子どもたちが安全・安心に通学することを目的として，通学

路のさらなる安全確保のため，学校をはじめとした関連部署と

連携・協議のうえ，合同点検等の安全対策を実施する。 

 

  



 

１１７ 

事業名 障害者施設の防犯対策への補助 

担当課 障害福祉課 

概 要 ○ 障害者が生活を営む施設の防犯対策強化について補助を行

うことで安全に安心して過ごせる環境を整える。 

【補助対象事業】  

・門，フェンス等の外構等設置，修繕 

 門，フェンス等の外構等が破損し，設置，修繕を行うもの 

・非常通報装置等の設置 

警察機関への非常通報装置等を設置するためのもの 

これまでの取組 令和２年度施設数 ３箇所 

令和３年度施設数 １箇所 

令和４年度施設数 ３箇所 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，障害者施設の防犯対策の整備状況や国・都の動向

も注視し，必要に応じて見直しを図りながら，事業を継続する。 

 

 



１１８ 

Ⅴ－３ 支え合いと安心の暮らしの支援 

 

取組方針 

誰もが健康的で快適に暮らせるよう，見守りや人権を守る地

域ネットワークの強化と，いざという時のサポート体制の充実

など暮らしの支援を進めます。 

 

事業名 見守りネットワークの推進 

担当課 高齢者支援室 高齢福祉担当 

概 要 ○ 高齢者や障害者等が住み慣れた地域で，安全で安心して暮

らせるように地域全体で見守っていく仕組みを構築する事

業である。 

○ 地域住民，事業協力者などが，日常生活又は業務の中でひと

り暮らし高齢者や障害者等について，「おかしいな」「ちょっ

と変だな」などと気付いたときに，担当地区の地域包括支援

センターに連絡し，その情報により地域包括支援センター

が対象者の現状把握と必要な対応を行うものである。 

これまでの取組 【通報件数】 

平成３０年度 ５４４件 

令和元年度  ５０２件 

令和２年度  ５６４件 

令和３年度  ５９４件 

令和４年度  ６７８件 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

引き続き，８箇所全ての地域包括支援センターにみまもっと

担当者を配置し，さらなる事業の周知と対応を行う。 

  



 

１１９ 

事業名 救急医療情報キットの提供 

担当課 高齢者支援室 高齢福祉担当 

概 要 ○ 高齢者のひとり暮らしの増加などにより「もしものとき」

に，身元や持病などを記載した「救急医療情報キット」を備

えることで，救急隊員が駆け付けた際の情報伝達手段とな

り，素早い対応に役立てていく。 

これまでの取組 平成３０年度 ８３４件 

令和元年度  ７０１件 

令和２年度  ２０４件 

令和３年度  １８９件 

令和４年度  １９１件 

令和５年３月末までに，１３,０３６件の配布を行った。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

現在，保管容器として筒状のプラスチックケースを使用して

いるが，資材の高騰により単価も上昇しているため，保管に適

した容器で安価なものに切り替えるよう検討していく。 

 

事業名 障害者救急医療情報キットの給付 

担当課 障害福祉課 

概 要 ○ 在宅障害者に対して「もしものとき」に，身元や持病などを

記載した「救急医療情報キット」を備えることで，救急隊員

が駆け付けた際の情報伝達手段となり，緊急時の素早い対

応に役立てていく。 

これまでの取組 救急隊員が駆け付けた際の情報伝達手段として身元や持病

等を記載した救急医療情報キットを備えることで，在宅障害者

に対する緊急時の素早い対応が可能となるよう図った。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 
手帳交付時における対象者への案内を継続していく。 

 

  



１２０ 

事業名 
障害者を地域で支える体制づくりモデル事業（あんしんネッ

ト） 

担当課 障害福祉課 

概 要 ○ 知的障害者を地域で支えていく体制づくりを目的としてい

る。 

○ 地域への障害理解や相談機関の普及啓発，アウトリーチ支

援，地域のネットワーク体制の整備，また，緊急相談窓口を

設置し，知的障害者，発達障害者の緊急時に必要に応じてシ

ョートステイやヘルパー派遣などを行う。 

これまでの取組 障害者を地域で支える体制の整備を継続している。 

【実績】 

＜普及啓発＞      ＜アウトリーチ＞ 

令和２年度   ５件   令和２年度   ７件 

令和３年度   ６件   令和３年度   １件 

令和４年度   ８件   令和４年度  ４６件 

＜ネットワーク会議＞  ＜その他＞ 

令和２年度   ２件   令和２年度  １２件 

令和３年度   ４件   令和３年度  １５件 

令和４年度   ２件   令和４年度  １０件 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

障害に対する理解の促進を図る活動や障害者の緊急時における

必要な支援等を行う事業を実施することにより，障害者が安心して

生活できる環境を整備する。 

 

  



 

１２１ 

事業名 障害者虐待防止センターの運営 

担当課 障害福祉課 

概 要 ○ 障害者虐待の未然防止や早期発見，虐待を受けた障害者の

迅速かつ適切な保護，養護者に対する適切な支援及び関係

機関との連携協力体制を整備する。 

これまでの取組 障害者虐待の通報・届出・相談があった場合に，迅速に関係

者会議を持ち，事実確認調査や対応，指導，報告を行った。 

障害者虐待防止周知のため，障害福祉施設職員向けに，障害

福祉課職員が出向いて研修を実施した。 

また，調布市福祉人材育成センターにて，障害者福祉施設職

員向け研修を年１回実施しているほか，ヘルパー養成研修等

で，障害者虐待防止について周知している。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

虐待が発生した場合の一時保護のための居室の確保や，医師

や弁護士等により医学的・法的な専門的助言を得るなど専門性

や支援体制の強化を図る。 

あわせて，障害福祉サービス事業所，市民等を対象とした虐

待予防研修を実施する。 

 

  



１２２ 

事業名 児童虐待防止センター事業の推進 

担当課 子ども政策課 

概 要 ○ 子ども家庭支援センターすこやかにおいて事業を実施して

いる。市民からの緊急的な児童虐待等の相談・通告などに対

応する窓口として，フリーダイヤルの「すこやか虐待防止ホ

ットライン」を設置するとともに，必要に応じて児童相談所

などの関係機関との連携や適切なサービス調整を行い，虐

待の防止・早期発見・支援に努める。 

○ 「すこやか虐待防止ホットライン」の周知のためカードを

配布している。 

○ 保護を要する児童等への支援を図るため，調布市要保護児

童対策地域協議会を平成１９年２月９日に設置。あわせて，

保護を要する児童の見守りに関する対応を，本協議会のケ

ース会議の協議事項に位置付け，適切な対応を図る。 

○ 専用フリーダイヤルや，Ｅメール，来館による相談受付を行

う。 

これまでの取組 複雑多様化する児童虐待相談へのより一層のきめ細かな対

応や，関係機関と連携した切れ目ない支援を継続していくた

め，令和３年度から児童虐待防止センター業務を市（子ども政

策課所管）の直営による体制に移行した。  

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

子ども家庭支援センターすこやかを拠点に実施している児

童虐待防止センター事業について，関係機関との連携を図りな

がら，児童虐待の早期発見・予防的支援等により，虐待防止に

取り組み，相談体制の強化を図る。 

ヤングケアラーを早期に発見し，適切な支援につなげること

ができるよう，ヤングケアラー・コーディネーターを配置し，

ケアの負担が多い等のヤングケアラーに対して家事・育児支援

を適切に実施するように取り組む。 

また，関係機関に対して研修を実施し，ヤングケアラーの認

識を広め早期発見に資する。 

 

  



 

１２３ 

事業名 権利擁護に関する相談窓口の設置等 

担当課 福祉総務課 

概 要 ○ 権利擁護支援・成年後見制度の窓口である「利用者サポート

相談」に専門の相談員を配置し，権利擁護支援等を必要とす

る方に対し，相談支援等を行う。 

これまでの取組 成年後見制度の利用促進のため，ホームページ，パンフレッ

ト等を利用した広報活動を行ったほか，専門の相談員の配置や

５市で共同運営を行っている多摩南部成年後見センターの活

用により，権利擁護に関する幅広い相談を受け付けた。 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

権利擁護支援等を必要とする方が，安心してサービスを利用

することができるよう，引き続き，専門の相談員による相談支

援を行うとともに，関係各課，関係機関等との連携による支援

の充実を図る。 

 

  



１２４ 

事業名 ふれあい収集の実施 

担当課 ごみ対策課 

概 要 ○ ごみ排出場所までごみを出すことが困難な世帯を対象に，

職員等が玄関先に伺いごみを収集する。 

○ 一般ごみ収集は，次の①～③に該当する方のみで構成され

る世帯とそれに準ずると認められる世帯が対象。 

①介護保険法に基づく要介護認定を受けた方 

②身体障害者手帳記載の程度が１級又は２級の方 

③精神障害者保健福祉手帳記載の障害の程度が１級又は 

２級の方 

○ 粗大ごみ収集は一般ごみ対象世帯のほか，次の①と②など

粗大ごみの持ち出しが困難であると認められる世帯が対

象。 

①６５歳以上のみの世帯，②妊婦と児童等のみの世帯 

これまでの取組 ごみ排出場所までごみを出すことが困難な世帯を対象に，職

員等が玄関先等に伺いごみを収集した。 

       【家庭ごみ】   【粗大ごみ】 

令和２年度   ３７１件     ３５１件 

令和３年度   ３７２件     ３５６件 

令和４年度   ３５３件     ３８５件 

今後の目標 

（令和６～１１年度） 

制度利用希望者は増加傾向にあり，委託業者への負担も増加

していることから，制度継続のため，見直しを行う。 

  



 

１２５ 

 

 

 

◎障害者団体等のご意見に回答します。 

  

病児保育を増やしてほしいと思います。 

保護者の就労支援と保育園の充実が必要だと思います。 

病児保育については，調布っ子すこやかプランで検討していきます。 

保育園と幼稚園の障害児の受け入れについては，障害者総合計画で検討し

ていきます。 

 

 

  

障害児と健常児の交流が重要ですが，特別支援学校に入学すると健常児と

の交流があまりありません。 

情緒の固定支援学級の設置を検討してほしいです。 

ご意見については，第２期調布市特別支援教育推進計画に記載しています。 

障害児と健常児の交流については，「特別支援学校に在籍している市内在

住の児童・生徒の副籍制度による市立小・中学校での交流活動を推進し，直

接交流・間接交流を問わず，多様な児童・生徒ができるだけ同じ場で学ぶこと

や，相互の情報を共有できるように取り組みます。」（方針３施策２） 

学級の設置については，「自閉症・情緒障害特別支援学級の設置について

は，発達障害のある児童・生徒の望ましい教育環境の整備について，調査・研

究を進めていきます。」（方針４施策１） 

 

 

 



１２６ 

第５章 計画の推進 

１ 推進体制 

福祉のまちづくりを総合的かつ効果的に推進していくためには，行政のみならず，

市民や事業者とも相互に連携を図りながら一体となって進めていくことが必要です。 

 

（１）市民の役割 

本条例第４条では，「市民は，福祉のまちづくりについて理解を深め，自ら福祉のま

ちづくりに努めるとともに，相互に協力して福祉のまちづくりを推進する責務を有す

る」と定めています。 

市民は，ユニバーサルデザインに基づく福祉のまちづくりの取組について理解を深

めるとともに，積極的に参画することで，その推進に寄与することが求められます。 

 

（２）事業者の役割 

本条例第５条では，「事業者は，その事業活動に関し，その所有し，又は管理する施

設及び物品並びに提供するサービスについて，自ら福祉のまちづくりに努めるととも

に，他の事業者と協力して福祉のまちづくりを推進する責務を有する」と定めていま

す。 

事業者は，施設の新築や改修をする場合，ユニバーサルデザインに基づく整備を進

めるとともに，やさしさや思いやりを持って，目配りや気配りなどに配慮したサービ

スの提供に努めることが求められます。 

 

（３）行政の役割 

本条例第３条では，「市は，市民及び事業者の参加と協力の下に，福祉のまちづくり

に関する基本的かつ総合的な施策を策定し，及び実施する責務を有する」と定めてい

ます。 

市は，ユニバーサルデザインに基づく福祉のまちづくりを推進するため，職員一人

ひとりがユニバーサルデザインを基本とした福祉のまちづくりを更に認識し，施策を

実行することが求められます。 

 



 

１２７ 

２ 周知・普及啓発 

福祉のまちづくりを進めるうえでは，市民や事業者，行政などの計画に関係する全

ての人が共通の理解を持つことが必要です。 

そのため，「市報ちょうふ」や市のホームページなどを通じて，本計画を広く市民に

周知し，普及啓発に努めます。 

 

 

３ 進行管理 

本計画の推進のため，ＰＤＣＡサイクル（Ｐ（計画），Ｄ（実施），Ｃ（評価），Ａ（見

直し））の考え方に基づき進行管理を実施し，計画全体の継続的な改善を図ります。 

進行管理については，調布市福祉のまちづくり連絡会において行うとともに，必要

に応じて調布市地域福祉推進会議において報告を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Plan 

（計画） 

Check 

（評価） 

Do 

（実施） 

Action 

（見直し） 

【進行管理】 

調布市福祉のまちづくり連絡会 

【報告】 

調布市地域福祉推進会議 



１２８ 

資料編 

調布市福祉のまちづくり条例 

平成９年３月21日条例第５号 

改正 平成21年９月18 日条例第23号 

 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条―第６条） 

第２章 基本的施策（第７条―第11条） 

第３章 情報の共有化のための取組（第12条） 

第４章 都市施設の整備（第13条―第17条） 

第５章 特定都市施設の整備（第18条―第26条） 

第６章 住宅の整備 

第１節 通則（第27条・第28条） 

第２節 集合住宅（第29条―第31条） 

第７章 雑則（第32条―第34条） 

附則 

 

私たちの願いは，高齢者や若者も，障害がある人もない人も，また，大人や子どもも生涯

をとおして人としての尊厳を認め合いながら，いきいきとした生活を営むことができるよう

な豊かで温かいまち調布を実現することである。 

そして，だれもが住み慣れたまちで安心かつ快適な生活が営め，また，だれもが進んで社

会参加のできる，そのような社会の実現に向け，ユニバーサルデザインの理念に立ったまち

づくりを推し進めることは，私たちの責務である。 

このためには，保健，医療，住環境，防災，教育などあらゆる分野で福祉の視点に立った配

慮が必要であり，市，市民及び事業者の自主的な参加による協働の営みが必要である。 

私たちは，豊かで温かいまち調布の実現を目指すことをここに宣言し，ユニバーサルデザ

インの理念に基づき，高齢者，障害者，子ども，外国人，妊産婦，傷病者その他の年齢，個人

の能力，生活状況等の異なるすべての人が安全かつ円滑に利用できる施設の整備とサービス

の向上を図るため，この条例を制定する。 
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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は，福祉のまちづくりについての基本理念並びに市，市民及び事業者の

責務を明らかにするとともに，施設の整備及びサービスの向上を図るための施策に係る

基本的事項を定め，協働してその施策を総合的かつ計画的に推進することにより，福祉

のまちづくりを推進し，もって豊かで温かいまち調布の実現を目指すことを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところに

よる。 

(１) ユニバーサルデザイン 年齢，性別，国籍，個人の能力等にかかわらず，できるだ

け多くの人が利用できるよう生活環境その他の環境を作りあげることをいう。 

(２) 福祉のまちづくり ユニバーサルデザインの理念に基づき，すべての人が，安全で，

安心して，かつ，快適に暮らし，又は訪れることができるまちづくりを推進するための

取組をいう。 

(３) 都市施設 病院，図書館，飲食店，ホテル，劇場，物品販売業を営む店舗，車両等

（鉄道の車両，自動車その他の旅客の運送の用に供する機器で規則で定めるものをいう。

以下同じ。）の停車場を構成する施設，道路，公園その他の多数の者が利用する施設で

規則で定めるものをいう。 

(４) 集合住宅 共同住宅，長屋，寮又は宿舎（個人の占有部分を除く。）をいう。 

（市の責務） 

第３条 市は，市民及び事業者の参加と協力の下に，福祉のまちづくりに関する基本的か

つ総合的な施策を策定し，及び実施する責務を有する。 

２ 市は，福祉のまちづくりに関する施策に，市民及び事業者の意見を反映することがで

きるよう必要な措置を講ずるものとする。 

３ 市は，市民及び事業者の福祉のまちづくりに関する活動に対し，これらの者の福祉の

まちづくりを推進するうえで果たす役割の重要性にかんがみ，必要に応じて支援及び協

力を行うよう努めるものとする。 

（市民の責務） 

第４条 市民は，福祉のまちづくりについて理解を深め，自ら福祉のまちづくりに努める

とともに，相互に協力して福祉のまちづくりを推進する責務を有する。 

２ 市民は，市がこの条例に基づき実施する福祉のまちづくりに関する施策に協力するよ

う努めなければならない。 

３ 市民は，施設，物品又はサービスのすべての人の円滑な利用を妨げないよう努めなけ

ればならない。 
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（事業者の責務） 

第５条 事業者は，その事業活動に関し，その所有し，又は管理する施設及び物品並びに

提供するサービスについて，自ら福祉のまちづくりに努めるとともに，他の事業者と協

力して福祉のまちづくりを推進する責務を有する。 

２ 事業者は，市がこの条例に基づき実施する福祉のまちづくりに関する施策に協力する

よう努めなければならない。 

３ 事業者は，その事業の実施に当たり，施設，物品又はサービスのすべての人の円滑な

利用を妨げないよう努めなければならない。 

（福祉のまちづくりの総合的推進） 

第６条 市は，福祉のまちづくりが総合的かつ効果的に推進されることの重要性にかんが

み，市民，事業者，国及び他の地方公共団体と相互に連携を図るとともに，必要な措置

を講ずるよう努めるものとする。 

 

第２章 基本的施策 

（計画の策定） 

第７条 市長は，福祉のまちづくりに関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための

基本となる計画（以下「推進計画」という。）を策定するものとする。 

２ 推進計画は，次の各号に掲げる事項について定めるものとする。 

(１) 福祉のまちづくりに関する目標 

(２) 福祉のまちづくりに関する施策の方向 

(３) 前２号に掲げるもののほか，福祉のまちづくりに関する施策の総合的かつ計画的な

推進を図るための重要事項 

３ 市長は，推進計画を策定するに当たっては，市民及び事業者の意見を推進計画に反映

することができるよう必要な措置を講ずるものとする。 

４ 市長は，推進計画を定め，又は変更したときは，速やかにこれを公表するものとする。 

（教育及び学習の振興等） 

第８条 市は，福祉のまちづくりに関する教育及び学習の振興並びに広報活動の充実によ

り，福祉のまちづくりについて，市民及び事業者が理解を深めるとともに，これらの者

の自発的な活動が促進されるよう必要な措置を講ずるものとする。 

（情報の提供） 

第９条 市は，前条に規定する福祉のまちづくりに関する市民及び事業者の理解の深化及

び自発的な活動の促進に資するため，福祉のまちづくりの状況その他の福祉のまちづく

りに関する必要な情報を適切に提供するものとする。 
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（支援） 

第10条 市は，市民又は事業者が福祉のまちづくりに関する活動を自発的に行うこととな

るよう誘導するため，特に必要と認めたときは，適正な助成その他の措置を講ずるよう

努めるものとする。 

（施策の評価点検及び市民等の意見の反映） 

第11条 市長は，福祉のまちづくりに関する施策を適正に実施するため，当該施策につい

て定期的に評価点検を行うものとする。 

２ 前項に規定するもののほか，市長は，市民及び事業者の意見を福祉のまちづくりに関

する施策に反映することができるよう必要な措置を講ずるものとする。 

 

第３章 情報の共有化のための取組 

第12条 事業者は，その所有し，又は管理する施設及び物品並びに提供するサービスをす

べての人が円滑に利用するために必要かつ有益な情報を適時に，かつ，適切に入手でき

るようにするため，当該情報を自ら把握し，適切に提供するほか，必要な措置を講ずる

よう努めなければならない。 

 

第４章 都市施設の整備 

（都市施設整備基準の策定） 

第13条 市長は，都市施設の整備について，事業者の判断の基準となるべき事項（以下「都

市施設整備基準」という。）を策定しなければならない。 

２ 都市施設整備基準は，次の各号に掲げる事項について，都市施設の種類及び規模に応

じて定めるものとする。 

(１) 出入口の構造に関する事項 

(２) 廊下及び階段の構造並びにエレベーターの設置に関する事項 

(３) 車いすで利用できる便所及び駐車場に関する事項 

(４) 案内標示及び視覚障害者誘導用ブロックの設置に関する事項 

(５) 歩道及び公園の園路の構造に関する事項 

(６) 前各号に掲げるもののほか，都市施設を円滑に利用することができるようにするた

めに必要な基幹的事項 

３ 市長は，都市施設整備基準を定め，又は変更したときは，速やかにこれを公表するも

のとする。 

（都市施設整備基準への適合努力義務） 

第14条 都市施設を所有し，又は管理する者（以下「施設所有者等」という。）は，当該都

市施設を都市施設整備基準に適合させるための措置を講ずるよう努めなければならない。 
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２ 施設所有者等は，すべての人が円滑に都市施設から他の都市施設へ移動することがで

きるようにするため，他の施設所有者等との連携を図り，自ら所有し，又は管理する都

市施設とその周辺の都市施設とを一体的に整備するよう努めなければならない。 

（整備基準適合証の交付） 

第15条 施設所有者等は，都市施設を都市施設整備基準に適合させているときは，規則で

定めるところにより，市長に対し，都市施設整備基準に適合していることを証する証票

（以下「整備基準適合証」という。）の交付を請求することができる。 

２ 市長は，前項の規定による請求があった場合において，当該都市施設が都市施設整備

基準に適合していると認めたときは，規則で定めるところにより，当該請求をした施設

所有者等に対し，整備基準適合証を交付するものとする。 

（都市施設の安全な利用の確保） 

第16条 都市施設を管理する者は，当該都市施設の安全かつ円滑な利用について適切な措

置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 市民及び事業者は，都市施設において，物品の放置その他の行為（以下「物品の放置

等」という。）によりすべての人の安全な移動又は利用を妨げることのないよう努めな

ければならない。 

３ 都市施設を管理する者は，物品の放置等その他すべての人の安全な移動又は利用の妨

げとなる事由を発見したときは，速やかに当該妨げとなる事由を排除するために必要な

措置を講ずるよう努めなければならない。 

（移動手段の確保） 

第17条 市長は，すべての人の安全かつ円滑な移動を確保するため，適切な移動手段の確

保及び整備に努めるものとする。 

２ 市長は，公共交通機関について，すべての人の安全かつ円滑な移動を確保するため，

必要と認めたときは，その車両等の構造上の配慮及び運行上の配慮について必要な措置

を講ずるよう要請するものとする。 

 

第５章 特定都市施設の整備 

（特定都市施設遵守基準の遵守） 

第18条 都市施設で規則で定める種類及び規模のもの（以下「特定都市施設」という。）の

新設又は改修（建築物については，増築，改築，大規模の修繕，大規模の模様替え又は用

途変更（用途を変更して特定都市施設にする場合に限る。）をいう。以下同じ。）をしよ

うとする者（以下「特定整備主」という。）は，都市施設整備基準のうち特に守るべき基

準として規則で定めるもの（以下「特定都市施設遵守基準」という。）を遵守するための

措置を講じなければならない。 

２ 特定都市施設を所有し，又は管理する者（第22条第１項に規定する既存特定都市施設

所有者等を除く。）は，特定都市施設遵守基準を遵守しなければならない。 
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（届出） 

第19条 特定整備主は，第13条第２項各号に掲げる事項について，規則で定めるところに

より，工事に着手する前に市長に届け出なければならない。ただし，法令等により，都

市施設整備基準に適合させるための措置と同等以上の措置を講ずることとなるよう定め

ている事項については，この限りでない。 

２ 前項の規定による届出をした者は，当該届出の内容の変更（規則で定める軽微な変更

を除く。）をするときは，当該変更をする事項について，規則で定めるところにより，当

該事項に係る部分の当該変更後の内容の工事に着手する前に市長に届け出なければなら

ない。 

（指導及び助言） 

第20条 市長は，特定整備主に対し，その特定都市施設（工事中のものを含む。以下同じ。）

について第14条及び第18条第１項に規定する措置の適確な実施を確保するため必要と認

めたときは，都市施設整備基準を勘案して特定都市施設の設計及び施工に係る事項につ

いて必要な指導及び助言をすることができる。 

（工事完了届） 

第21条 特定都市施設の新設又は改修に係る工事が完了したときは，規則で定めるところ

により，市長に届け出なければならない。 

（既存特定都市施設の状況の把握等） 

第22条 この章の規定の施行の際現に存する特定都市施設（以下「既存特定都市施設」と

いう。）を所有し，又は管理している者（以下「既存特定都市施設所有者等」という。）

は，当該既存特定都市施設を都市施設整備基準に適合させるための措置の状況の把握に

努めなければならない。 

２ 市長は，前条に規定するもののほか，既存特定都市施設所有者等に対し，既存特定都

市施設について前項に規定する措置の適確な実施を確保するため特に必要と認めたとき

は，当該既存特定都市施設の都市施設整備基準への適合状況を勘案し，必要な措置を講

ずるよう指導及び助言をすることができる。 

（報告の徴収） 

第23条 市長は，特定整備主又は特定都市施設を所有し，若しくは管理する者（以下「特

定整備主等」という。）に対し，規則で定めるところにより，第20条及び前条第２項の規

定の施行に必要な限度において，当該特定都市施設に係る第18条の規定の遵守の状況及

び都市施設整備基準への適合状況について，報告を求めることができる。 

（勧告） 

第24条 市長は，第19条の規定による届出を行わずに同条に規定する工事に着手した者に

対して，当該届出を行うべきことを勧告することができる。 

２ 市長は，特定整備主等が正当な理由なく第18条の規定に違反していると認めたとき，

又は特定整備主等の特定都市施設の新設若しくは改修に伴って講ずる第14条第１項の規

定に基づく措置が正当な理由なく都市施設整備基準に照らして著しく不十分であると認
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めたときは，規則で定めるところにより，当該特定整備主等に対し，必要な措置を講ず

ることを勧告することができる。 

（公表） 

第25条 市長は，前条の規定による勧告を受けた者が正当な理由なく当該勧告に従わなか

ったときは，その旨を公表することができる。 

２ 市長は，前項の規定による公表をしようとする場合は，前条の規定による勧告を受け

た者に対し，意見を述べ，証拠を提示する機会を与えるものとする。 

（特定都市施設に関する調査） 

第26条 市長は，第20条，第22条第２項，第24条及び前条第１項の規定の施行に必要な限

度において，その職員に，特定整備主等の同意を得て，特定都市施設に立ち入り，第18

条の規定の遵守の状況及び都市施設整備基準への適合状況について調査させることがで

きる。 

２ 前項の規定による調査をする職員は，その身分を示す証明書を携帯し，特定整備主等

その他の関係人に提示しなければならない。 

 

第６章 住宅の整備 

第１節 通則 

（情報の収集） 

第27条 市長は，住宅の整備に関する適切な基準等を市民に提示するため，必要な情報の

収集に努めるものとする。 

（住宅の供給） 

第28条 住宅を供給する事業者は，すべての人が円滑に利用できるようにするために配慮

された住宅の供給に努めなければならない。 

第２節 集合住宅 

（集合住宅整備基準の策定） 

第29条 市長は，集合住宅の整備について，事業者の判断の基準となるべき事項（以下「集

合住宅整備基準」という。）を策定しなければならない。 

２ 市長は，集合住宅整備基準を定め，又は変更したときは，速やかにこれを公表するも

のとする。 

（集合住宅整備基準への適合努力義務） 

第30条 集合住宅を所有し，又は管理する者は，当該集合住宅を集合住宅整備基準に適合

させるための措置を講ずるよう努めなければならない。 

（準用） 

第31条 第15条の規定は，集合住宅整備基準に適合している集合住宅について準用する。 

２ 第５章の規定は，規則で定める規模の集合住宅の新設又は改修について準用する。 
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第７章 雑則 

（市の施設の先導的整備等） 

第32条 市は，自ら設置する都市施設又は集合住宅について，都市施設整備基準又は集合

住宅整備基準に適合するよう率先して整備に努めるものとする。 

２ 市長は，国及び他の地方公共団体その他規則で定める公共的団体（以下「国等」とい

う。）に対し，これらが設置する都市施設又は集合住宅について，都市施設整備基準又

は集合住宅整備基準への適合に率先して努めるよう要請するものとする。 

（国等に関する特例） 

第33条 国等及び市については，第19条から第26条までの規定は適用しない。 

２ 市長は，国等に対し，都市施設又は集合住宅について，都市施設整備基準又は集合住

宅整備基準への適合状況その他必要と認める事項について報告を求めることができる。 

（委任） 

第34条 この条例の施行について必要な事項は，規則で定める。 

附 則 

この条例は，平成９年４月１日から施行する。ただし，第12条から第14条まで，第４章及

び第27条から第31条までの規定は，規則で定める日から施行する。 

（平成10年３月規則第９号で，同10年４月１日から施行） 

附 則（平成21年９月18日条例第23号） 

１ この条例は，平成21年10月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の調布市福祉のまちづくり条例（以下「改正後の条例」という。）

第18条の規定は，この条例の施行の日以後に改正後の条例第19条の規定による届出をし

た者について適用する。 
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